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資料紹介
スペイン経済： 1988年ースペイン銀行
『年次報告』より＊—
? ?
義
はしがき
スペイン経済にとって1988年は，景気拡大局面の第3年目にあたり，その実質成長率も
OECD諸国の平均496強を 1ボイントあまり上回った。それと軌を一にして雇用の推移
も4年連続で上向きになり，失業率は 5年ぶりにやっと205lるをわった。とはいえ，この失
業率の水準の高さもさることながら，失業者の45%が25歳未満の若年層に集中しており，し
かも若年層に限ると失業率は依然として375lるを超えている点は注目に値するであろう。こ
うした現象は，主たる家計支持者である「所帯主」の失業率を8形程度に引き下げる効果
を発揮して，失業の深刻さを実質的に軽減させてはいるものの， しかしついに， 1988年12
月1日マドリードやバルセロナで大規模な＿マドリードでは主催者側の発表で15万人の
一整然たる学生・青年デモをひきおこしたのである。直接の発端は，前月中頃に社会労
働党政府が実施しようとした「若年雇用計画」 Plande Empleo Juvenilであった。こ
の計画をめぐって， これまで政府を支持してきた労働組合一「労働総同盟」 UGT(社
会党系）や「労働者委員会」 ccoo(共産党系） -と社会労働党政権との亀裂の深まり
は頂点に達し，労働界は混乱に陥った。そして54年ぶりのゼネストが12月14日に一ー政府
の打倒ではなく，その経済政策の「社会主義的転換」 ungiro socialを求めて一ーたい
した混乱もなく打ち抜かれた。その1週間後， フェリペ＝ゴンサレス首相は， 深刻な面持
ちで議会にあらわれ「ストは成功であった」と認めたのち，組合の要求をほとんど呑まざ
るを得なかったのである。〔Cr6nicade! aflo 1988, PLAZA & JANES, 参照〕
＊本稿は， 1989年度の関西大学・ 学術研究助成基金による共同研究（テーマ：「南欧
NIESと東アジア NIESの経済・社会発展の比較研究」）の成果の一部である。
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フェリベ＝ゴンサレス首相は，現実主義者としてのディレンマを一一優先的な経済成長
政策の遂行と，その反面で犠牲を強いられた労働者・労働組合の造反という形で一一露呈
したと言えよう。 1989年 10月末の総選挙で社会労働党は， それまでの支持母体であった
UGTからついに自由投瞑の形で絶縁状を突きつけられたのである。だが，そのため苦戦
を強いられたにもかかわらず同党が辛勝できたのは，一部企業家の支持まで取りつけたゴ
ンサレス首相の，現実を洞察する政治家としての力最によっているとも言えるのではない
か。一ー1992年の EC市場統合に向けて，かれの「総仕上げ」に注目したいと思う一ー。
ともあれ，こうしたスペイン社会の背後で1988年に展開された，その経済の実態を伝え
ている資料を紹介しよう。
なお，この年のスベイン銀行『年次報告： 1988年版』 Informe Anual 1988の目次は，
以下のとおりであり，小稿はその第2章を訳出したものである。
第1章国際経済の推移
1節はじめに
2節工業国
2.1 経済活動
2.2 経済政策
3節発展途上国
4節 1989年の見通し
第2章 1988年のスペイン経済
1節はじめに
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2節需要
2.1 国内需要
2.2 外国需要
3節生産・雇用・失業
3.1 生産
3.2 雇用と失業
3.2.1 雇用の推移
3.2.2 労働力人口の増加
3.2.3 失業の推移
4節物価と生産コスト
本書 220ページ
220ページ
230ページ
231ベージ
239ページ
250ページ
250ベージ
256ページ
258ページ
262ページ
266ページ
267ページ
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5節政府部門 本書 275ページ
第3章金融政策
1節 1988年の金融政策の目標と成果
2節 マネーサプライの動向
3節利子率の推移
4節金融政策の対外的側面
5節金融政策編成上の諸問題と諸変革
6節 インフレ抑制における金融政策の役割
第4章スペイン経済のファイナンス
1節スペイン経済の資金フロー
2節対外資本移動
3節政府部門のファイナンス
4節企業と家計（民間部門）のファイナンス
付表金融制度にかんして採択された主な法令〔1988年1月~1989年3月］
なお，本書に付随してB5版358ページからなる『年次報告・統計編」 lnformeAnual 
1988/ Apendice Estadisticoも刊行されていることを付記しておこう。
略号一覧
BE : Banco de Espafia スペイン銀行
CAMPSA: Compaiiia Arrendataria del Monopolio de Petr6leos, S. A. 
石油専売株式会社
DGA : Direcci6n General de Aduanas. 税関庁
EPA : Encuesta poblaci6n activa. 労働力調査
INE: Instituto Nacional de Estadistica. 国民統計協会
IVA: Im;uesto sobre el Valor Afiadido. 付加価値税
MOPU: Ministerio de Obras Publicas y Urbanismo. 公共事業・都市整備省
SEOP AN : Asociaci6n Empresas Constructoras de Ambito Nacional. 
全国建設企業連盟
なお，〔 ）は原書のカッコを，（ ）は訳者による加筆を示す。
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1988年のスペイン経済
1. はじめに
スペイン経済は1988年に，先進諸国と比べてもトップクラスに属する 5.0 5lる強の高い成
長率を記録した〔 2ー1表〕。平均成長率は，それを年率で計ると―-87年の特徴であったま
すます高くなる力強い上昇に比べて一一ある程度鈍化した点が覆い隠されるけれども，回
復過程の失速は一1985年末に始まった景気循環の拡大局面がすでに3年目に入っている
点を考慮すれば一ー予期されたほどひどくはなかった。こうした経済活動のたいへん順調
な動向から雇用のあらたな増加がもたらされたが，しかし同時に経済の基礎的不均衡も深
化して，スペイン経済はインフレ圧力の再発と経常収支の著しい赤字を記録したのである。
2-1表主なマクロ経済指概： 1988年
単位： 10億ペセタ，？る
1987 1988 変化率
GD P 成寄
時価表示 価表19格ホ87年で 価表19格8ホ8年で 実質価格名目 長与度への
国内民間消費 i2, 713. 6 24,031.0 25,256.6 5.8 5.1 11.2¥ 3.7 
公共消費 !:i, 141. 7 5,378.2 5,668.6 4.6 5.4 10. 2 0.7 
総資本形成 7,792.1 8,947.6 9,430.2 14.8 5.4 21. 0 3.2 
固定資本 ?, 386. 1 8,434.8 8,891.8 14. 2 5. 4 20.4 2. 9 
建 設 4,318.6 4,923.2 5,267.8 14.0 7.0 22.0 1. 7 
，プラント 2,746.9 3,158.9 3,253.7 15.0 3.0 18.4 1.1 
その他 320.6 352.7 370.3 10. 0 5.0 15.5 0.1 
在庫変動 406.0 512. 8 538.4 0.3 
国内需要 35,647.4 38,356.8 40,355.5 u 5. 2 13.2 7.6 
財・サービス輸出 7,023.9 7,530.5 7,741.4 7.2 2.8 10.2 1. 4 
最終需要 42, Bn. 3 45,88?.2 48,096.8 u 4.8 12. 7 9.0 
財・サービス輸入 6,956.7 8,281.1 8,182.5 19.0 -1. 2 
17.6 I 
-3. 7 
経常海外余剰 67.2 -750. 6 -441.1 -2.3 
国内〔総市場生産価格表示〕 35, ?14. 5 3?.606.1 39,914.3 5.3 6. 1 11.8 5.3 
出所〕 1987年は !NE。1988年は BE。1988年の推計値は， 1989年3月に !NEが作成
したものと一致しない。というのも前者は，その後より多くの情報を利用して
実施されたからである。
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スペイン経済は， 1987年末の世界的な株価暴落の後の不確実性の局面を~済活動に
それと分かる痕跡をほとんど残さずに一克服した後に， 力強い成長のリズムでもって
1988年を迎えた。とはいえ1988年中頃から，経済指標にある種の鈍化傾向が顕れはじめた
ために，スペイン経済は，その点について各種の経済主体が年初から抱いてきた予測と期
待に沿った，より緩やかな成長経路に移ったように思えた。しかしながら，そうした兆候
も確かなものになるには至らず， 2~3カ月の短い緩やかな成長期の後に，秋にはすでに
すべての指標は，上半期に記録されたのとほぼ同じ成長率へ復帰していたのである。
経済活動が維持されたのは，一方では国内需要の力強い躍動と他方では輸出のお蔭であ
ったが，この輸出は，一般的には世界経済の一ーなかでもヨーロッパ経済の一一予想外に
好調な推移によって支えられていた。 2-1表から分かるように， 最終需要のすべての項
目に大きな伸びが見られた。 もっとも， ここでも特筆すべきは，総固定資本形成~プ
ラントならびに建設一の増加である。実質民間消費もまた，可処分所得の成長をも上回
るかなりの伸びを記録し，それに対応して家計の貯蓄率は低下した。この数年来のこうし
た貯蓄率の持続的な低下は，先進諸国全般に共通する経済現象であって，それは，先進諸
国における現在の景気循環拡大局面を特徴づけてきた実質投資の成長過程が，将来も持続
することを危うくしている。スペインの場合に，こうした家計の貯蓄率の後退を説明して
いると思われる諸要因は，本章の2節でより詳しく分析されるであろう。
政府部門からの直接のインパクトもまた，最終需要にたいして，前年よりも弱いとはい
え決定的な貢献をなした。公共サービス（提供）に伴う消費と当部門での総資本形成とを
つうじて政府部門が実質国内総生産 GDPの成長にもたらした寄与度は， 1彩ボイント弱
と推定されている。同部門が資本移転支出をつうじて企業の最終需要になした貢献は，前
年よりも小さかったけれども，後ほど 5節でより詳しく見るように，たしかに補助金をつ
うじて政府部門は拡張的なインパクトを与えた。かくして，家計の可処分所得を介しての
間接的な影響は，わずかながら1987年ほど縮小的ではなくなったものの，最終需要にたい
する政府部門の貢献は，全体としてみれば前年よりも縮小したのである。
需要の力強い躍動は，供給側からみて，疑いなく重要な国内生産と雇用の増加に繋がっ
たけれども，最終需要のほかにも最終財（の生産）に用いられた中間財のかなりの部分が，
またもや輸入財によって賄われた。それゆえ，国内生産の伸びが予想よりも大きかったと
しても，輸入への（有効需要の）漏出率もまた， EC 加盟以前に記録された値—おそらく
こうした（低い）値に復帰することは永久になかろう一一のみならず，（加盟後の）新し
い対外競争条件への適応からすでに3年経過しようとしているので常態になったと考えら
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2-2表国内総生産
ー一部門別生産ー 単位： 10億ペセタ，彩
1987 1988 変化率
時価表示 価表19 8格ホ7年で 1 価表198格ホ8年で 実質価格名目
農 業 1,941.5 2,013.3 2,105.9 3.7 4.6 8.5 
工業〔建設業を除く〕 11,034.4 11,497.8 12,084.2 4.2 5.1 9.5 
建設業 2,860.0 3,217.5 3,593.9 12.5 1. 7 25.7 
サービス業 21,445.2 22,560.4 24,026.8 5.2 6.5 12.0 
銀行サービスの帰属生産額〔一〕 -2,129.0 -2,258.9 -2,416.4 6.1 7.0 13.5 
輸入税 562.4 663.6 626.0 18.0 -5.7 1. 3 
調整項 -87.6 -106.1 
国内総生産〔市場価格表示〕 35,714.5 37.606.1 39,914.3 5.3 6. 1 11. 8 
出所〕 INEとBE。2-1表の注をみよ。
れる値をも，大幅に超えて維持されたのである。その結果，すぐ後で見るように，経常収
支は大きく悪化した。
しかしながら，国内付加価値（の伸び）を伴った最終生産の推定5.3%の実質成長率は，
—多くの部門における生産設備への，回復当初からの力強い投資過程が積極的な成果を
挙げたために，これまでの数年間よりも高いかなりの生産性の向上がもたらされたにもか
かわらず一ーあらたに雇用の大幅な増加を可能にした。ところで，そうした生産性の向上
がより明白であったのは，工業部門に限られ，しかも工業諸部門のすべてではなかった。
かくして，サービスと建設の両部門の力強い躍動は，平均してその生産性（の伸び）が比
較的低く， しかも工業を上回る実質成長率を伴っていた〔2-2表〕がゆえに，平均2.9彩
前後〔推定〕の雇用増をもたらしたが，これは1987年の実績にわずか0.2(ボイント）及
ばないだけである。労働力人口の増加率が前年よりもかなり低かったために， 失業率は
1. 5ボイント低下して， 1988年第W四半期には18.5%になった。
1988年のスペインにおけるインフレ過程の展開は，間接税マイナス補助金と輸入価格と
の有利な貢献にもかかわらず，鈍化にたいする強い抵抗の明らかな兆しだけでなく，上昇ヘ
転化する兆候すら示した。最終需要デフレーターは，前年とほぼ同じ4.8彩の率で上昇し
た〔2-1表〕が， GDPデフレーターで計った，国内（生産）要素の騰勢は，わずかなが
ら前年をさらに上回っていた〔1987年の6.0彩にたいして 6.1彩であった〕。そのうえ，こ
うした平均値の動きは，消費者物価指数 CPIの推移から判断すると， 年間をつうじての
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（対前年同期比の上昇率の）漸進的な加速化を覆い隠している。というのも CPIは，平
均で見ると4.8彩〔1987年は5.3彩〕の上昇にとどまったものの， 1987年12月と88年12月の
間に〔その前の12カ月間の4.6%に対して〕 5.8彩も上昇したからである。
こうしたインフレ過程の加速化は，とりわけ強い需要圧力の結果であった。そうした圧
力によって容易に，単位労働コストの上昇が速やかに物価に転嫁され，また生産単位当た
り総営業余剰の増加ももたらされた。これはとくに，外国からの競争にあまりさらされて
いない建設業やサービス業といった部門において著しかった。 2-3表では，経済全体に
とっての単位労働コストの推移と， GDPデフレーターの推移が示されている。 さらにそ
こには，間接税マイナス補助金の推移も含まれているので，読者は各自， GDPデフレー
ターの上昇にたいするそれらの寄与度も読み取ることができるであろう。
GDPデフレーターの各部門ごとの推移が載っている 2-2表から，相対価格のいろい
ろな一一つまり建設業とサービス業では高く，工業と農業では低い—動きが観察され
る。 1988年の大半をつうじて（秋まで〕，農産物価格はスペイン経済の平均物価にたいし
て抑制効果を発揮して，（未加工食料品とエネルギー関連製品を除いた）底流としてのイ
ンフレーション inflaci6nsubyacenteをもかなり低めに推移させたのである。建設業の
分野について言えば，その付加価値デフレーターの急上昇は，そこでの総営業余剰の大幅
な増加をたんに反映しているにすぎない。というのも賃金のほうは，非農業部門での平均
的な伸びをそれほど上回ってはいなかったからである。
インフレ過程にたいする国内（生産）要素の大きな貢献（影響）が GDPデフレーター
の上昇から検出できるのにたいして，最終価格は比較的低い上昇にとどまったが，その原
因は，外国価格とくに石油価格が有利に推移したうえに，ペセタの為替レートが堅調であ
った結果，輸入価格が好影響をもたらした点に求められる。最終需要デフレーターの上昇
率4.8;i!るのうち，国内要因は約5.0ボイントの寄与度を有するのに対して，国外要因のそれは
2-3表単位コストと GDPデフレーター
変化率 デフレーター上昇への寄与度
1986 I 1987 I 1988 1986 I 1987 I 1988 
労働コスト 9.7 6.2 5. 7 4.5 2.8 2.6 
間接税 39.4 4.1 -0.6 2.7 0.4 -0.1 
総営業余剰 7.9 6.1 7.9 3.7 2.8 3.6 
GDPデフレーター 10.9 6.0 6. 1 10.9 6.0 6. 1 
出所〕 INEとBE.
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マイナスの約0.2ボイントであったと推定される。この数年来スペインのインフレ過程を
鈍化させるうえで外国価格が大きく貢献した点を強調しておくのも無駄ではない。という
のも1989年の見通しでは，外国で非エネルギー関連製品の価格上昇が予期され，また石油
価格に見られる騰勢が気掛かりであるがゆえに，それほど楽観が許されないからである。
2-1表に載っている， 最終需要を構成する各要素のデフレーターの個々の動きから，
すでに観察された各部門の付加価値デフレーターの相対的な推移の特徴が裏付けられる。
すなわち，民間消費デフレーターに反映されるサービスと，建設において（価格）上昇は
より大きく，外国からの競争がより激しいその他の財貨の価格上昇はより小さい。食品お
よび工業消費財の価格とプラントの価格は，ともに比較的緩やかな動きを示した。もっと
も，最低の上昇率を記録したのは，外国市場における価格の推移に強く左右された輸出価
格であった。
さらに，輸入価格の好ましい影響は，最終（財）市場での競争による抑制効果ー一それ． 
は，プラントの場合のようにより広範に市場に浸透していればいるほどより大きい＿を
つうじてのみならず，中間消費（投入）財一ーそれは，サービス業よりも工業においてか
なり高い比率で用いられている一ーの低廉化をつうじても感じとられた点に留意しなけれ
ばならない。建設部門の最終価格〔7.0彩上昇〕がその付加価値デフレーター〔11.7 %上
昇〕に比べて相対的に落ち着いていたのは，まさにこの部門における中間財消費の重要性
に起因している。中間財価格は，輸入価格とりわけエネルギー価格の有利な影響をうけた
のである。そのため，スペイン経済の最終価格にたいする建設部門の寵接的なインパクト
は，これまでは重要であったのに88年には，その付加価値デフレーターが示唆するほど強
くはなかった。 さらに， 建設部門の最終価格は， その年に遂行された工事の価格増加分
（付加価値）から構成されるので，少なくとも短期的に見れば，完成した建造物（全体）の
市場価格とはかなり異なりうる点も忘れてはならない。その他にも，家計のインフレ期待
の形成において住宅の最終価格が占める戦略的な位置が（留意点として）残っている。そ
れが賃金交渉において発揮する誘発効果は，住宅サービスが消費者物価指数 CPIにおい
て占める重要性を一一この指数がどの程度，適切かは問わないことにしても一ーおそらく
超えるものである。
外国からのデフレ（価格低下）インパクトに対して払われた代償は，まさに輸入増に起因
する経常収支不均衡のひどい悪化であった。 2-4表にはそれを示す推計値が載っている
が，そこから分かるように収支尻は， 1987年の400億ペセタ〔3億2400万ドル〕のわずかな
黒字から， 1988年には4380億ペセタ〔37億6000万ドル〕の赤字へ転化した。スペイン経済
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が力強く成長したために非エネルギー関連輸入が一すでに指摘したような一一高い伸ぴ
率を維持したことから， EEC加盟当初のインパクトが一巡すれば輸入需要の所得弾力性
はある程度低下するであろう，という楽観的予測は覆された。エネルギー関連輸入は，国
内生産の強い伸びに後押しされて，緩やかな実質的増加を示したが，しかし名目輸入額は，
石油価格が低下したお蔭で大幅に減少した。財貨の輸出については，予想を超えて増加し
たが，その理由は，世界経済が有利に展開しただけでなく，とりわけ市場シェアの獲得フ゜
ロセスが持続されたからでもあった。①ペセタの為替レートが堅調であり，②国内価格が
外国価格よりも割高であり，さらに③ （輸出の）代替市場としての国内需要自体も底堅か
2 -4表国際収支
単位： 10億ペセタ
1986 〔り 1987 〔a〕 1988 〔a〕 変19 化88率年198／ ：7年形
受取 1支払 1収支尻 受取 1支払 1収支尻 受取区叫収支尻 受取 1支払
財 貨 3,958 5,035 -1, 077 4,306 6, 12? -1,821 4,815 7, 178 -2,363 11.8 17. 2 
エネルギー 304 957 -653 288 998 -710 232 816 -584 -19.4 -18.2 
非エネルギー 3,654 4,078 -424 4,018 5,129 -1, 11 4,583 6,362 -1, 779 14.1 24.1 
サーピス 832 495 m 861 558 303 935 687 248 8.6 23. 1 〔観光を除く〕
観 光 1,686 236 1,450 1,85? 272 1,585 1,991 317 1,674 ~.2 16.5 
投資収益 245 543 -298 237 545 -308 324 752 -428 37.1 38,0 
移 転 351 232 119 554 m 281 m 386 431 4?.5 41. 4 
経常収支 7,072 6,541 531 7,815 7,775 408,882 9,320 -438 13.7 19.9 
経常収支尻単位/G：D形P 1.? 0. 1 -1.1 
資本移転 35 、一 51 ?5 
フ能ァイナンスの
必カ要〔〔＋一〕〕または 566 91 -363 
〔参考〕
貿〔単易ル位収〕支〔：bの10〕赤0万字ド --7, 688 --14, 744 --20, 283 
経〔常単ル収位〕支〔：b10の〕赤0万字ド - 3,789 324 -3,760 
出所〕 !NE 
り !NEによる暫定値。
b〕各年の平均為替レートでもって算定。
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った点を考慮すれば，スペイン市場を超えて（外国にまで）輸出が増加した原因は，資本
設備の更新と拡充のプロセスが強力に推進されたために，生産性と効率性が向上した点に
求めざるを得ない。しかしながら輸出の名目増加率は，活発な輸入を埋め合わすには至ら
ず，貿易収支の赤字はかえって拡大した。槻光収入については，その増加率が鈍化した。
サービス（貿易外）支払いは大幅に増加し，投資収益の収支尻はふたたび悪化した。かく
て，移転収支ーーとりわけ EECからの受取ーーが大きく改善されたにもかかわらず．
これらすべての結果として経常収支はひどい赤字になったのである。
要するに， 1988年にスペイン経済は，生産と雇用の大幅な伸びを記録したが，そのイン
フレ率の推移は好ましいものではなかった。生産物（所得）の分配は，総（営業）余剰に
一したがってまた企業貯蓄に一ー有利であった反面，家計に分配された所得からの貯蓄
性向は，直接的にあるいは政府部門の再分配活動をつうじて， 1987年よりも低下した。か
くして，他方で公共部門が貯蓄率を高めてファイナンスの必要性を低めることができたの
に，経済（全体として）は，総資本形成の強い増加をファイナンスするのに必要な資金を
生み出すことができず，結果的に外国貯蓄に頼ることになった。 2-5表には， スペイン
経済の資本（調達）勘定が一一まだ非常に暫定的であるが一一推計されており，生み出され
た国民貯蓄とその部門別配分の試算値が載っている。それらは，言うまでもなく，試算に
あたって利用できる情報が不十分であるが故に，大いに慎重に扱われねばならない。
1989年の予測によれば，スペイン経済は88年より低い〔4.0%~4.5形の〕成長をおこな
ぃ，したがって雇用増のリズムに鈍化が記録されるものと予期される一方で，その不均衡
2-5表資本（調達）勘定と経済のファイナンス
対 GDP比： 9、
1 1985 1 1986 1 1987 I 1988 
1. 国民貯蓄
民間部門
公共部門
2. 純資本移転
3. 総資本形成
民間部門
公共部門
4. ファイナンスの能力〔十〕または必要〔ー〕
〔4=1+2-3〕
出所〕 INEとBE.
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は深刻になるであろう。超過需要を背景にした大きな賃金圧力は，物価上昇率の高まりで
はなくむしろ停滞と；その将来の推移にたいする期待の悪化とに反映されるであろう。さ
らに，総資本形成の増加をファイナンスするうえで国民貯蓄が不足しているために，ふた
たび大きく諸外国に頼らねばならないであろうが，その額〔経常収支の赤字相当分〕は，
GDPの2.0彩強〔80億~90億ドル〕と見られている。そしてこれは，①輸出が一ー依然
として上向きとはいえ―1988年ほど有利ではない国際状況のもとで市場シェアを拡大し
つづけ，さらに③政府部門が， 1989年の国の一般予算で内示された枠内で，ファイナンス
の必要性を低下させ得るものと想定してもなお（避けられないこと）なのである。
かくて， (1986年以降） 3年つづいた経済ブームの間に累積された対外不均衡と， 1989
年にはどう見ても達するであろうその絶対額から，最終需要の高い伸び率を特徴とする経
済ーーそこでは，投資が大幅に増えているにもかかわらず，それに対応して消費の伸び率
は低下せず， したがって国民貯蓄が量的に不足して，ますます外国貯蓄への依存が余儀な
くされている一の推移が（今後も）維持できるかどうかは，疑問視されざるを得ない。
実際，対外（不均衡）悪化の速度とその額は非常に由々しいものであるので，今後の数年
間に予想される推移に対してなされたシミュレーションはいずれも，次のようなことを示
している。すなわち， もし国内需要がその伸び率を一ーインフレ格差の縮小を伴いつつ
＿かなり鈍化させないかぎり，スペイン経済は1992年 (EC市場統合の折り）の挑戦に
際して，容易に持続しがたぃ対外不均衡〔この国の（外国からの）ファイナンスの必要性
は GDPの5形に近づくこと〕に由来する深刻なハンディキャップに直面することを迫ら
れるであろう，と。
こうした赤字の予測値は， 1989年4月現在の為替レートで計ると約220億ドルという巨
額に達するが，それは，主要な諸項目の推移に楽観的な想定をあてはめて算出されたもの
である点に留意しなければならない。つまり， 1986年~88年の期間に輸入について観察さ
れた高い弾性値が（そのまま）あてはめられずに，それがかなり低まるものと想定された
のである。その反面，輸出については，この数年来ほど有利ではないにしても比較的上向
きの国際環境のもとで市場シェアが拡大し続けるものと〔OECDの予測値を用いて〕想定
された。さらに，ここ数年らい観察されたサービス（貿易外）収支の悪化のリズムは，—
EEC との取引の漸進的自由化が輸入刺激効果をもつと予期されるにもかかわらず—か
なり加減された。最後に，純対外債務によって誘発された投資収益の収支悪化の重大な部
分は，外国からの移転収支〔受取〕の有利な推移によってある程度埋め合わされるものと
想定された。しかしながら，外国価格とくに石油価格は，この数年の輸入動向を特徴づけ
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てきた，名目輸入額にたいする大きな抑制効果を発揮しなくなっている。
ある経済が維持できる経常収支赤字の対 GDP比は，その資本収支の予測可能な推移に
ー一つまり，外国から獲得する純ファイナンスの絶対額だけでなく，その安定性や将来へ
の永続の可能性にも-決定的に依存している。この「年次報告」の4章では，スペイン
の資本収支の最近の推移について詳しい分析が行われるが，しかし2-6表の国際比較のデ
ータによれば，今後数年のうちに到達するものと推定される経常赤字の対 GDP比の水準
に，スペイン経済がこれまでに達したのは—正確を期すために必要な調整が事後的に行
われねばならないとしても一一時たまにすぎなかったことが分かる。各国の経験に照らし
て言えば，（スペインの場合の）結論は， イタリア， ベルギーあるいはスウェーデンのよ
うな経済のこれまでの経験が示唆しているのと同じ方向を示している。非常に特異な独自
の特徴を有する若干の国々—ーーたとえば，重要な石油資源をもつノルウェーや，高度に発
展した国で大きな国際的信用をもつデンマークー~だけが，外国からのファイナンスにこ
れまで長期にわたって持続的に依存することができたのである。今日の世界では，金融面
での大きな統合や大量の利用可能な資本のお蔭で，若干の時間をかければ比較的簡便に，
過去におけるよりも高額の経常収支の赤字がファイナンスできる傾向がたぶん見られると
はいえ，持続的で急速な赤字増が卒む危険性は無視できない。
対外（不均衡による）制約は，それゆえ，スペイン経済の中期的な成長の可能性に枠を
はめるだけでなく，さらに競争力を高めるための持続的な投資努力をも強要している。数
次にわたる石油価格の高騰に続いた長い危機の局面をつうじて（スペインが）記録したさ
さやかな成長率は， とりわけ民間消費と一~それより程度は軽いが一一輸出に支えられて
2-6表経常収支の赤字
—対 GDP 比＿ （形）
119731197411975 1976 I 1977119781979198011981119821198*98411985198611987 
フランス 0.6 -1. 3 0.9 -0.9 -0.1 1. 4 0.9 
イギリス -2.0 -4.5 -2.0 -1. 7 -0.1 0.4 0.1 
イタリア -1. 6 -4.2 -0.2 -1. 4 1.1 2.2 1. 6 
ベルギー 2.0 0.4 -0.1 0.3 -1.1 -1. 3 -2.9 
スウェーデン 2.8 -1.0 -0.5 ← 2.1 -2.6 --2.2 
ノルウェー -1.8 -4.7 -8. 5 -11. 9 -14.0 -5.2 -2.2 
デンマーク -1. 7 -3.1 -1.5 -4.9 -4.0 -2.7 -4. 7 
スペイン 0.8 -3.5 -2.9 -3.9 -1. 7 1.0 0.5 
出所〕 OECD. Cuentas Nacionales: 1960-1987. 
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-0.6 -0.8 -2.1 -0.8 - 0.1 0.5 -0.4 
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-2.2 -2.2 -1. 6 0.3 -0. 7 -0.9 0.5 -0.1 
-4.3 -3.7 -3.6 -0.6 -0.4 0.5 2.1 1. 2 
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いた点を忘れてはならない。 80年代には，さらに公共消費が，雇用の低下による由々しい
社会的影響を緩和しようとする公共部門（政府）の意図のもとで，急速に伸びていった。
これらすべての結果として， 1974年から 1985年までの間に国民生産に占める投資の比率
は，年々中断することなく低下していった。資本設備の不足とその陳腐化の進行ーーいず
れも， こうした（経済）発展パターンによって誘発された—―ーは， 成長と労働利用（雇
用）の可能性を浸食していったのである。
スペイン経済のゆっくりとした資本退化 descapitalizaci6n現象の重要性と特にその持
続性について強調しておくのは大切である。なぜなら，投資の対 GDP比が一貫して低下
したほぼ12年間（の遅れ）は， (1985年以降の） 3年間では容易に埋め合わすことができ
ないからである。近隣の先進諸国に比べて，生産設備や技術の初期賦存状態においてすで
に後れていた位置から出発した（スペインのような）国が，その生産性（の上昇率）を低
下させたことから，輸入依存度が高まり輸出競争力も失われていったが，こうしたプロセ
スは，対外価格差の不利な動きによって強められたのである。それゆえ，国民貯蓄の不足
からますます外国貯蓄への依存度が高まるという金融現象は，国民経済が需要のある財貨
—しかもそれは，対外債務の急増を避けるために輸出されねばならない＿を自己資金・
でもって生産する能力を欠いていることに由来する，非金融現象を裏返したものにすぎな
い点を忘れてはならない。こうした生産能力の欠如は，スペインの供給事情からもたらさ
れたものであるが，そこには次のような要因が重なりあっている。すなわち，①プラント
と中間財の生産における技術の対外依存性が一ー後者の場合も，前者に劣らず＿高いこ
と，③輸入消費財がスペインの消費者の現実の選好により良く適合した結果，こうした消
費財需要の所得弾力性は高まりつつあること，そして⑧一方ではいくつかの財・サービス
市場に，また他方では生産要素市場にもかなりの硬直性が存在するために，相変わらず高
い失業率が持続しているにもかかわらず，最終需要の圧力は，競争相手国を上回る物価騰
貴に重要な部分で結びつくのを余儀なくされていること。かくして，輸入にたいする刺激
作用と輸出にたいする非刺激作用が複合しているのである。
そこで，スペイン経済がこの先の数年間においても持続的な成長を維持し，かつ徐々に
失業率を低下させ得るためには，外国から課せられた中期的な制約に国内需要の伸び率を
適合させ，同時に投資と輸出の能力を高めるような資源配分ー一これは消費を犠牲にして
初めて可能になる一ーをもたらすことが避けて通れないであろう。そのためには，名目賃
金の緩やかな上昇と同時に，歳入の側面と経常支出の抑制とから達成される公共貯蓄の増
大が求められることになる。そうでなければ，対外的な制約のゆえにそれほど遠くはない
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将来に，ずっと厳しく苦痛の多い調整を余儀なくされる大きな危険性が存在し，雇用創出
の可能性にもひどい結果が現れるであろう。
2. 需要
1988年初頭に，スペイン経済の実質最終需要（の伸び）は徐々に鈍化してゆくものと予
想された。こうした鈍化は実際に生じたものの，予想したほどではなかったために， 1988
年の平均で7.5%というその伸びは，前年の実績を〇.5%ボイント下回ったにすぎない〔2
-7表をみよ〕。
1988年における最終需要の活力は民間消費によって後押しされており，この消費は1987
年の実質増加率を事実上再現させ，前年につづいて家計の貯蓄率を低下させたのである。
総資本形成は，力強い拡大基調のなかにあってiり緩やかな推移をたどり，加速化する建
設（投資）と鈍化するプラント（投資）の間により釣合いのとれた配分がなされた。公共
部門の最終需要について言えば，その実質増加率は民間のそれよりも低く，かつ消費支出
の鈍化と投資支出の加速化が見られた。最後に財・サービスの実質輸出は，財貨の輸出が
2-7表国内総生産と需要構造〔a〕
実質変化率 GDP成長への寄与度
1985 J 1gs5 J 1gs7 J rnss 1985 11986 11987 11988 
民間消費 2.4 3.6 5.5 5.8 1. 5 2.3 3.5 3. 7 
公共消費 4.6 5.7 8. 7 4.6 0.6 0.8 1. 3 0.7 
総資本形成 3.4 14.7 17.3 14.8 0.7 2.8 3.7 3.2 
固定資本 4.1 10.0 14.6 14.2 0.8 1.9 3.0 2.9 
建 設 2.0 6.5 10.0 14.0 0.2 0.8 1. 2 1. 7 
プラント 9.1 15.8 24.2 15.0 0.5 1.0 1. 7 1.1 
その他 1.1 16.2 6.4 10.0 0.1 0.2 0.1 0.1 
在庫変動 -0.1 0.9 0.7 0.3 
国内需要 2.9 6.1 8.5 7.6 2. 8 5. 9 8.4 7. 6 
財・サービス輸出 2.7 1. 3 5.9 7.2 0.6 0.3 1. 2 1. 4 
最終需要 2.9 5.3 8.0 7. 5 3.4 6.2 9.6 9.0 
財・サービス輸入 6.2 16.5 20.4 19.0 -1.1 -2.9 -4.1 -3.7 
経常海外余剰 -0.5 -2.6 -2.9 -2.3 
国内総生産〔市場価格表示〕 2.3 3.3 5. 5 5.3 2.3 3.3 5. 5 5.3 
出所〕 INEとBE.
り 1987年までは1980年の不変価格で，また1988年は1987年の不変価格で表示。
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外国市場の一層の拡大に恵まれたために，その伸び率を高めた。だが，財・サービスの供
給にたいする最終需要の強い圧力がこの数年来と同じ強さで輸入に伝播され， 1988年の輸
入の実質増加率は前年とほぼ同じものになったため，貿易赤字が拡大したのである。
2. 1 国内需要
国内生産の実質成長にたいする国内需要の寄与度は， 1988年に 7.6彩ボイントであった
が，これは前年によりもほぼ1ポイント低い。この7.6ボイントのうち3.7ボイントは，実
質で5.8形の成長を記録した民間消費の伸びに対応している。スペイン銀行による国内生
産の成長の推計値が他の諸機関によるそれよりも高くなることを，需要側から基本的に正
当化しているのは，家計の貯蓄率のあらたな低下を含意するこうした消費の伸びなのであ
る。民間消費について考察された伸びは，手元の諸指標でもってなされた分析と，家計の
可処分所得勘定一ーその主な項目は 2-8表に載っている一ーとから導出されている。
1988年の総雇用者（賃金労働者）の報酬の伸びは， 1987年よりもわずかに劣っていた。
またその伸びは，両年とも一一1988年のほうがいくらか少なかったけれども一―•大幅な雇
用増に依存していたが，雇用者一人当たり労働コストは，逆に1988年のほうが10分の数パ
ーセント割高であった。こうした可処分所得勘定の主な項目の構成（の変化）は，家計の
消費性向に刺激を与えつつあるに違いない。なぜなら，現在，その支出能力を高めている
のは，これまで高水準で執拗な失業率に悩まされてきた人々であるからである。こうした
2-8表家計可処分所得の主要な項目
単位： 10億ペセタ 変化率
1986 I 1987 I 1988 1986/ 11987 / 11988/ 1985 1986 1987 
雇用者所得 14,636 16.396 18,248 13.3 12.0 1. 3 
純財産所得と純法人所得 9,533 10.673 11,900 10.7 12.0 1. 5 
社会保障給付 5,027 5,532 6,086 12.2 10.1 10.0 
所得税と資産税〔一〕 1,952 2,659 3,018 7.1 36.2 13.5 
社会保障負担〔一〕 4,655 5,130 5,720 15.4 10.2 11. 5 
総可処分所得 22,906 25,176 27,895 12. 0 9.9 10.8 
消 費 20,436 22,714 25,257 12. 7 11.1 11.'2 
貯 蓄(a〕 2,470 2,462 2,638 6.9 -0.3 7.1 
貯蓄／可処分所得：彩〔a〕 10.8 9.8 9.5 
出所〕 INEとBE.
a〕退職金引当準備高の増減を含まず。
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所得からの消費性向は，すでに雇用されている人々の所得からのそれよりも論理的に高い
はずである。
非賃金〔純〕所得の項目のなかには，個人経営者の総営業余剰および他の財産所得や法
人所得—賃貸料（地代）・配当·純利子など一ーが含まれる。こうした項目の構成（内
容）はある程度安定しているが，企業の余剰に比べて論理的に低い変動性を有する（個人
経営者の）余剰と賃貸料にかんしては，とくに大きな安定性が備わっている。こうした項
目全体について1988年に推定された伸び率は前年よりも低かったが， しかし可処分所得全
体のそれよりは高かった。このことは，消費性向に収縮効果を及ぼしたものと思われる。
というのもこの種の所得は，高い貯蓄性向を持っているからである。しかしながら1988年
における余剰の伸びには，農業経営者にたいする EECからの補助金の急増が含まれてお
り，彼らについては高い消費性向を想定してもあながち的外れではなかろう。最後に，直
接税や社会保障の負担と給付をつうじて公共部門がおこなう所得再分配作用が残されて
おり，その純効果はマイナス〔可処分所得を減ずるもの〕であったが，しかし， 1988年に
おけるマイナスの程度は1987年よりも軽かった。ここー一つまり，公共部門のこうした再
分配活動によって支援される年金生活者や失業者などの（経済的）特質ーーから，消費性
向にたいするあらたな刺激が生れているのである。
1988年における可処分所得の構成の分析から，この年に家計の消費性向がとくに高まっ
たに相違なく，したがって明らかにその貯蓄率が低下したのだという推論がなされる。し
かし， 株式市場における収益と土地・建物価格の上昇によって富の増加がもたらされた
が，その結果としての未実現利益（含み資産）に由来する，消費と貯蓄率にたいする効果
を分析することがまだ残されており，さらにそれに，インフレ〔率に伴う〕期待の効果も
付け加えねばならない。この問題は複雑である。というのも，それが貯蓄性向にたいして
有する含意は，いろいろな内容をふくんでいるからである。
未実現利益による富の増大（キャヒ°タル・ゲイン）が消費に及ぼす刺激は，とくに耐久
消費財についてはプラスであったと思われる。実際に，土地・建物に付随したこうした富
の増大の一部は，これらの財（資産）価格の急騰をつうじて発生したのであるが，そのこ
とは，消費者物価指数への〔必ずしも充分に反映されていないが〕反響をつうじて，また
註直接的には住宅の非所有者にたいする反響をつうじて，ィンフレ期待に影響を与えて
いる。これら非所有者の貯蓄率は，彼らの富の実質価値の（相対的）低下とは裏腹に上昇
したであろう。こうした二つの相反する貯蓄率への影響の最終結果を明らかにできる実証
的な根拠は存在しないが， しかし，スペイン経済はこの数年らいインフレ率の力強い鈍化
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過程を体験した点と，いろいろな経済主体が確かなインフレ期待を持ち始めたのは，食料
品と住宅の価格騰貴が再発したつい最近のことである点を忘れてはならない。こうしたイ
ンフレ期待は将来，貯蓄率にインパクトを与えるであろうが， しかし1988年の大部分につ
いてはそれほど由々しいものではなかった〔ただし，土地・建物価格の上昇をつうじて住
宅非所有者に直接的に及んだ影響は例外である。〕 1988年には，それゆえ， 富の増大によ
る消費の刺激効果が支配的であったに違いない。
1988年における家計の貯蓄率の低下を，消費者信用に見られた増加をつうじて裏付ける
間接的な証拠が存在する。何年も前から消費者信用が経験してきたこの急増は，ーーたと
えそうした信用の一部が，従前からの負債による利払いをカバーするのに向けられたとし
ても一一家計の負の貯蓄フ゜ロセスを示すものである。
民間消費の推移にかんする直接の指標は乏しく，またサービス消費にかんするそれは事
実上存在しない。だがこの（サービス消費の）動向は，財・サービス消費全体のなかでは
低いウエートを占めているとはいえ，スペイン経済の第三次産業に見られた成長と軌を一
にして， 1988年には特別の活力をもっていたに違いない。財貨の消費にかんする他の指標
—たとえば，大規模店舗での販売高，乗用車の新規登録台数や輸入量—は， 1988年に
非常に高い伸び率を達成した。乗用車の新規登録台数の分析は重要である〔2-1図をみ
よ〕。それは， この種の財貨の消費の直接的な指標としては，前年よりも低い伸びをもっ
た一ーその原因は，この数年らい経験された高い伸び率に求められる―とはいえ，当初
の予想をはるかに上回っていた。このことは，上記の消費者信用や輸入のデータから確か
められるが，耐久消費財一般にたいする需要の圧力を反映したものと考えることができ
る。さらに，乗用車の購入そのものは鈍化したが，それに付随するサービスについては，
自動車旅行（の普及） automoci6nに伴うガソリンやォイルの消費量の伸びが示唆してい
るように，そうした事態（鈍化）は生じなかった。
これまでの分析から，スペイン経済は198梃Fに実質消費率（性向）をかなり高めたこと
と，家計の貯蓄率に一ー前年iまど強くはないが—あらたな低下が生じたことが確かめら
れる。こうしたプロセスは大半の工業諸国でも出現しており，それらの国では70年代のエ
ネルギー危機の後，インフレ率の急降下と経済面での期待の改善が生じたために， 80年代
をつうじて貯蓄決定に下向きの影響が現れたのである。だが， 1988年にこれらの国で再発
したインフレ圧力は，この貯蓄率の低下過程にプレーキを掛けたものと思われる。この数
年らい上で説明した諸要因に特に強いかかわりを持ってきたスペイン経済は，ィンフレ率
を大いに低下させ経済面での期待も改善させたと同時に，雇用の重要な創出過程も現出さ
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2 -1図民間消費にかんする指標
一季節調整値の時系列〔a〕とその趨勢一一-
Xl,000台
90ト
乗用車の新規
登録台数
80ト /I -j 80 
70~ ］ 」70
60 
50 50 
XlOO万リッター
850 850 
800 
I 
" 
.-j 800 
750 750 
700 700 
650 650 
600 
550 
1985 1986 1987 1988 
出所〕 INEとCAMPSA.
a〕極端な値を修正した3カ月の移動平均。
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せたのである。これらの要因に加えて，スベインの場合は，租税圧力（税収十社会保障費
/GDP)の非常に大幅な増加も挙げられるであろう。これは， 家計の貯蓄率の低下に追
加的な影響を与えたのである。
1988年における公共消費の実質増加率の〔前年に比べた〕低下は，財・サービスの純購
入の強い鈍化-1987年の29.396増から1988年の4.8彩増ヘーーによって説明されるが，
それは，優先的に実行された軍事投資が1987年に計上されたからである。雇用者（公務員）
全体の報酬は，前年よりもわずかに高い一ー名目で1.9彩，実質では5.0彩の-f申びを一
もったが，これは，公共部門の雇用に見られた増加と生産性の向上に起因している。公共消
費（支出）の最後の項目である固定資本減耗（投資）は，その増加率をわずかに加速させた。
1988年のプラント投資について推定された実質成長率は15彩であったが，この結果は，
手元の指標＿バス・トラック・農業用トラクターの新規登録台数，企業の実態調査，そ
してとりわけ輸入にかんする指標ーーを分析して得られる情報と一致している。投資の伸
びは，輸送機器，金属装置・ボイラー類 estructurasmetalicas y caldereriaの分野で
とくに強く，一般機械と電気機械の分野でより緩やかであったようである。
1988年をつうじて比較的大きな活力を示した最終需要の項目は建設投資であり，その実
質成長率は1987年を4彩ボイント上回る14形で，そのうえ1989年も同じように楽観的な見
通しが立てられている。スペイン銀行で作成した建設支出の指標によれば， 住宅投資が
15.5%台の大きな伸びをもった一方で，公共事業は＿とりわけ活発な道路（建設）投資
のお陰で＿ほぽ13.5彩増加したことが示されている。民間非住宅建設への投資について
2-9表住宅建設にかんする主な指標 変化率
1985 1986 1987 1988 
住宅着工数 10.9 -3.5 17.3 6.9 
助成なし住宅 0.4 14.6 64.1 28.2 
助成付き民間住宅 6.5 -3.4 -16.5 -29.6 
助成付き公共住宅 104.3 -54.2 -29.8 -26.0 
住宅完工数 -5.2 2.0 3.8 17.4 
助成なし住宅 -7.5 16.2 18.4 48.0 
助成付き民間住宅 -5.8 -5.9 -3.1 -10.1 
助成付き公共住宅 10.4 1. 9 -16. 7 31. 6 
建築確認申請件数 30.6 -2.3 -15.6 -40.8 
建築確認件数 15. 7 -1.9 -12.9 -37.0 
出所〕 MOPU. 
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は適切なデータが手に入らないが，しかし，プラント投資に見られた（活発な）活動に伴
って，そこでも有利な推移が生じたものと考えられる。
ある年における建設投資の推移は，その年に着手された工事数だけで決定されるのでは
なく， その前年に開始された着工数によっても大いに影孵をうけている。 2-9表に載っ
ている情報を分析すれば， 1987年に着工された住宅数は，自由な（助成なしの）住宅が増
加したためにかなり増えたことが分かるであろう。というのも，公的助成付きは一~民間
住宅にしろ公共住宅にしろー 2年前からと同じような低迷を続けていたからである。
1988年の住宅着工数は， 6.9 9iるという（前年より）低い伸びであったが， しかしこの年に
帰属する投資支出は， 2-3図に載っている指標が示しているように非常に高かった。 1988
2 -2図 プラントの国内生産
ー季節調整値の時系列〔a〕とその趨剪＿
〔1972年=100〕
140 140 
130 130 
120 120 
110 
100 
90 
1985 1986 1987 1988 
出所〕 !NE. 
a〕極端な値を修正した3カ月の移動平均。
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年第w四半期に住宅着工が一ー自由なものも，公的な（助成付きの）ものも一ある程度
活気づいたという事実は， 1989年にもこの建設投資の項目が一1988年よりも小規模だと
はいえー一伸びることを保証している。
公共事業について言えば，公募入札額は1987年も88年も，ともに平均して高い伸び率を
記録したが， 1988年のほうがより勝っていた〔2-4図をみよ〕。多数の計画中の公共事業
から判断して入札額は， 1989年も増加し続けるものと期待できるので，公共事業の実質支
出の指標は， 1988年の実績よりもなお大きい伸び率を1989年に記録するであろう。
国内需要の分析を終えるにあたって，在庫投資の動きについてもごく簡単に触れておこ
う。在庫投資は， 2年間にわたる非常に大幅な増加の後に， GDPの成長にたいするその寄
2 -3図建設投資総額とその構成要素の推移
1985 
出所〕 BE. 
1986 1987 
〔1985年=100〕
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2-4図
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与度を低下させたものと思われる。とはいえ，生産の高しヽ成長率が持続されたことと，そ
れが将来も維持されると期待されていることから，企業が望む在庫の水準を上方修正する
ような影響があらわれたに違いない。 1988年には，しかしながら，収穫が前年よりも劣っ
ていたために，農産物在庫の動きは下向きの影響を及ぼしたであろう。最終的に推計され
た，この需要項目の GDP(成長）への寄与度は， 1987年と 1986年がそれぞれ0.7と0.9
（形ボイント）であったのに対して (1988年は） 0.3であった。
2. 2外国需要
1988年の国内総生産 GDPの成長にたいする外国需要（経常海外余剰）の寄与度はマイ
ナスで， 1987年と86年に記録されたのとほぼ同じレベルの一2.7彩ボイント（原文のまま）
であった。財・ サービスの輸出は， 1987年に始まった回復を引継いで7.2形の実質成長率
を達成し， また財・サービスの輸入は強い拡大基調を維持して， 1987年のそれにわずか
0.6 (ボイント）及ばない 19彩の実質成長率を持った。 2-10表には，外国需要のいろい
ろな項目の動向が詳しく載っている。
財貨輸出の実質成長率は1988年に推定9.7%であったが，エネルギー関連製品輸出にお
ける緩やかな回復と，非エネルギー関連製品輸出の著しい躍進を伴っていた。後者の年間
増加率は， 1987年のそれを3%ボイント近くも上回って 10.2彩に達した。 OECDの情報
によれば，外国市場の実質成長率は8%台であるので， 1988年にスペインの輸出は世界市
場でシェアを高めたことになる。もっとも，いろいろな地域への輸出の配分は非常にまち
まちであった。
2 -1表と 2-12表には，地域別と商品グループ別の外国貿易にかんする，税関庁 DGA
の情報によるデータが載っている。このデータは，方法論的には国民経済計算のそれとは
異なるけれども，財貨の輸出入についてずっと詳しい分析を可能にするものである〔1〕。
EEC諸国にたいする非エネルギー輸出の名目成長率は16.5劣であったが， これは少な
くとも実質では1296台の伸びに相当したに違いない。 OECDの情報によれば，この EEC
市場の実質成長率は 1988年にほぼ7.5彩であったので，この地域におけるスペインの輸出
シェアの向上はかなりなものであった。なかでも，プラント〔とくに輸送機器〕と非エネ
ルギー中間財の販売に見られた伸びを特筆しなければならない。他方，消費財の輸出は，
1〕この「年次報告」で， DGAが作成した外国貿易の新しい分類が初めて紹介される。
それは非常に質の高い統計であり，スペインの外国貿易の分析にとって不可欠なもの
である。 1981年以降，各種の一貫したシリーズが用意されている。
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2-10表スベインの国際収支〔a〕 変化率：％
実 質 デフレーター（価格） 名 自
1986, 1987, 1988 1986 , 1987 , 1988 1986 ¥ rns7 ¥ mas 
財貨の輸出 -3.0 6.7 9.7 -5.0 2.0 2.0 -7.9 8.8 1. 8 
観光による受取 8.9 4.0 2.1 11.5 6.0 5.0 21. 4 10.2 7.2 
他のサービスによる受取 11.6 5.1 6.0 -10.6 -1.5 2.5 0.2 3.5 8.6 
財・サービスの輸出 1. 3 5.9 7.2 -1.9 2.5 2.8 -0.7 8.5 10.2 
財貨の輸入 18.4 21. 7 18.8 -18.3 0.0 -1.4 -3.3 21. 7 17.2 
観光による支払 16.1 1. 9 15.6 4.9 3.0 1.0 21. 8 15.3 16.8 
他のサービスによる支払 -4.1 7.5 23.2 0.0 4. 7 0.0 -4.1 12.6 23.2 
財・サービスの輸入 16.5 20.4 19.0 -16.3 0.2 -1.2 -2.5 20.7 17.6 
〔参考〕
エネルギー関連輸出〔b〕 45.9 -1.4 2.1 -56.2 2. 7 -21.0 -36.1 1. 3 -19.3 
非エネルギー関連輸出〔b〕-7.8 7.4 10.2 4.0 2.0 3.5 -4.1 9.5 14.1 
エネルギー関連輸入〔b〕 2.4 9.7 -1. 7 -49.9 -5.0 -16.8 -48. 7 4.2 -18.2 
非エネルギー関連輸入〔b〕24.7 25.8 22.8 -2.0 0.0 1. 0 22.2 25.8 24.0 
実GD質のP寄交成与易長条度へ件のの経常海外余剰-2.6 -2.8 -2.3 
変化率〔c〕 16.3 2.0 3.5 
出所〕 INEと BE.
り 1986年と1987年の数値は， 1980年を基準年次にした INEによる公表値であり，
1988年の数値は BEの推計値である。 1988年は，名目（変化率）でみるとその
年にたいする INEの予測値と一致しているが，しかしデフレーター（変化率）
も実質（変化率）も一ー·1987年の不変価格で表示されているために—―—それと一
致していない。
b〕これらの項目においては，国民経済計算の方式にしたがって，商品貿易を構成す
るエネルギーと非エネルギーの項目が別個に推計されている。 INEはそうした
細分化を行っていないので， ここで用いられているデフレーター（変化率）は
BEの推計によるものである。したがづてそれらを統合したとしても， INEによ
る1986年や1987年の財貨デフレーター（変化率）と一致する理由もなければ，ま
た当該実質（変化）率とも一致しないであろう。
c〕国民経済計算の方式による商品輸出入のインプリシット・デフレーター間の比率
として測定。
それを構成する食料品の不振からマイナスの影響をうけた。
その他の地域での動向は， 若干の例外があるものの〔2-11表をみよ〕それほど好まし
くなかった。合衆国での非エネルギー輸出市場の喪失は非常に由々しく，そのほとんどす
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2 -11表スペインの外国貿易の地域別分布
単位：各地域の上段=10億ペセタ，下段＝シェア〔％〕
輸 出 輸 入
1985 I 1986 1 1987 I 1988 1985 I 1986 1987 1988 
世界全体 4, 108. 7 3,819.2 4,211.8 4,686.4 5,114. 7 4,954.6 6,051.4 7,039.5 
OECD 2,871.9 2,955.5 3,338.3 3,793.6 2,889.8 3,558.2 4,471.3 5,450.7 69.9 77.4 79.3 80.9 56.5 71. 8 73.9 77.4 
EEC 2.139. 2 2,309.2 2,680.9 3,014.8 1.870. 1 2,504.1 3,3004 .1 3,998.8 
52. 1 60.5 63.? 65.6 36.6 50.5 5 . 5 56.8 
ドイツ 391. 5 447.5 500.3 562.0 538.1 750.0 973.8 1,138.4 9.5 1. 7 1. 9 12.0 10.5 15.1 16.1 16.2 
フランス 636.9 689.4 784.6 865.1 471. 3 587.0 773.4 947.5 15.5 18.1 18.6 18.5 9.2 1. 8 12.8 13.5 
イタリア 288.2 303.2 380.1 453.7 233.0 359.9 533.2 675.5 7.0 7.9 9.0 9.7 4.6 7.3 8.8 9.6 
イギリス 348.5 338.9 398.1 458.9 329.9 382.8 424.6 499.2 8.5 8.9 9.5 9.8 6.5 7.7 7.0 7.1 
その他 474.1 530.2 617.8 735.0 297.8 424.5 595.1 738.0 1. 5 13.9 14.7 15.7 5.8 8.6 9.8 10.5 
合衆国 408.0 349.5 342.3 368.9 556.0 488.4 501.3 626.4 9.9 9.2 8. 1 7.9 10.9 9.9 8.3 8. 9 
カナダ 42.0 43.3 44.2 54.7 21.) 19.5 26.~ 30.~ 1.0 1. 1 1. 0 1.2 0. 0.4 D. 〇．
日 本 53.5 42.5 46.3 55.6 174. ~ 241-8 2?1.3 361.1 1.3 1. 1 1.1 1.2 3. . 9 4. 5 5. 1 
その他の OECD 229.2 211.1 224.6 239.6 268.4 302.3 372.1 433.8 
5.6 5.5 5.3 5. 1 5. 2 6. 1 6. 1 6.2 
OPEC 295.9 212.9 189.4 213.0 1,037.8 553.4 572.3 471.0 
7.2 5.6 4.5 4.5 20.3 1. 2 9.5 6. 7 
COMECON 172.9 110.7 90.4 84.7 140.4 99.5 169.6 189.8 
4.2 2.9 2.1 1.8 2.7 2.0 2.8 2.7 
その他のアメリカ 157.4 140.7 123.5 122.7 518.4 324.8 351. 4 355.6 3.8 3.7 2.9 2.6 10.1 6.6 5.8 5.1 
アジア NICs 35.7 32.8 41. 9 64.3 49.9 79.9 134.7 184.8 0.9 0.8 1.0 1. 4 1.0 1. 6 2.2 2.6 
その他の世界 498.3 335.2 332.3 348.9 460.1 329.2 303.1 366.0 12.1 8.8 7.9 7.4 9.0 6.6 5.0 5.2 
特定されない国・地域 76.6 31. 5 96.0 59.1 18.3 9.6 48.9 21. 6 1. 9 0.8 2.3 1. 3 0.4 0.2 0.8 0.3 
出所〕 DGA. 
べては，全体のほぼ55形を占める消費財輸出の後退によって説明される。残りは事実上，
中間財の販売（減）によって占められた。アジアの新興工業諸国市場では，すべての商品
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2 -12表 スペインの商品グループ別外国貿易
単位： 10億ペセタ 変化率
1985 I 1986 I 1987 11988(a Jj1986/ 11987 / 11988/ 
1985 1986 1987 
総輸出 4.108.? 3,819.2 4,211.8 4,686.4 -7.0 10.3 11. 3 
エネルギー 362.2 235.0 252.1 209.6 -35.1 7.3 -16. 9 
非エネルギー〔b〕 3,746.5 3,584.2 3,959.7 4,476.8 -4.3 10.5 13.1 
消費財 1,370.6 1,479.8 1,640.5 U33.8 8.0 10. 9 5. 7 
食料品 461. 3 514. 5 585.4 604.6 1. 5 13.8 3.3 
耐久財 495.9 553.2 611. 4 667.4 1. 6 10. 5 9.2 
乗用車 363.1 401. 4 451.1 501. 6 10.5 12.4 1. 2 
非耐久財 413.4 412.1 443.7 461. 8 -0.3 7.7 4.1 
資本財 465.2 428.4 471. 9 570. 7 -7.9 10. 2 20.9 
一般機械 278.6 276.9 310.9 338.2 -0.6 12.3 8.8 
輸送機器 119.8 103.8 115. 8 191. 7 -13.4 1. 6 65.5 
中間財 2,272.9 1,911.0 2,099.4 2,368.9 -15.9 9.9 12.8 
非エネルギー中間財 1,938.2 1,715.6 1,878.3 2,199.0 -11. 5 9.5 17.1 
分類不能の製品〔c〕 13.0 
総輸入 5,114.6 4,954.6 6,051.4 7,039.5 -3.1 2. 1 16.3 
エネルギー 1,835.5 932.9 978.2 797.5 -49.2 4.9 -18.5 
非エネルギー〔b〕 3,279.1 4,021. 7 5,073.2 6,242.0 22.6 26.1 23.0 
消費財 474.2 ?36. 6 1,085.8 1,43?.6 55.3 4?.4 32.4 
食料品 168.2 253.4 349.3 415.5 50.7 37.8 19.0 
耐久財 184.2 300.9 484.2 683.6 63.4 60.9 41. 2 
乗用車 64.3 128.2 254.2 385.0 99.4 98.3 51. 5 
非耐久財 121. 8 182.3 252.3 338.4 49. 7 38.4 34.1 
資本財 582. 1 m.o 1,13U 1,4?9.9 32.6 46.6 30.8 
一般機械 439.4 566.9 813.2 1,038.9 29.0 43.4 27.8 
輸送機器 42.0 73.0 145.7 260.2 73.8 99.6 78.6 
中間財 4,058.3 3,446.0 3,833.9 4,116.2 -15.1 11.3 ?.4 
非エネルギー中間財 2,223.7 2,517.0 2,863.3 3,327.7 13.2 13.8 16.2 
分類不能の製品〔c〕 5.8 
出所〕 DGA. 
a〕暫定値。
b〕これらの数値は，消費財・資本財・非エネルギー中間財の合計と一致しない。と
いうのも，非耐久消費財のなかには，ガソリンのような特定のエネルギー関連製
品が見出されるからである。
c〕非エネルギー全体のなかに含まれる。
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グループで一ーそれらは依然としてあまり大きな重要性を占めていないけれども一一成長
率の著しい上昇が見られた。発展途上国グループー―OPEC,「その他のアメリカ」およ
び「その他の世界」一ーについては， やはり輸送機器の項目を中心にしたプラント輸出に
とくに大きな回復が生じたが，これに匹敵する回復は他の製品では見られなかった。
1988年にスペインの輸出は， EEC諸国通貨全体にたいするペセタの名目為替レートが
その年の平均で3.3 9iる増価（上昇）したにもかかわらず， EEC圏内部の経済活動に生じ
た向上から利益をうけた。「その他の世界」では，＿発展途上にあるいくつかの地域の
経済的諸困難を別にすればー~ドルにたいしてペセタが〔同年の平均で 6 形〕増価したた
めに，いろいろな製品の競争力が-とくに北米市場において一一低下した。このように，
商品輸出の EEC市場へのあらたな集中が生じ， すでにこの市場はスペインの国外販売
（輸出）の65.6形を吸収している。またその（輸出）比率は， OECD諸国全体をとれば
80.9彩にのぼっている。
1988年の財貨輸入の実質増加率は， 1987年を約396ボイント下回る18.8形であった。エ
ネルギー関連製品の購入の後退〔ーl.7飴〕と非エネルギー関連製品のその急増〔22.8形〕
が生じたのである。
1988年におけるエネルギー関連製品輸入の低下は， 前年よりも重誠〔トン〕で7.1形下
回った原油に集中していた。燃料ガスを含む石油精製品の獲得（輸入）は19形増加し，ま
た石炭の輸入には変化がなかった。 1988年におけるエネルギー輸入の低下は説明するのが
難しい。というのは，それは石油製品の国内消費の推移にも対応していないし，また（低
下を埋め合わすのに）充分な在庫の変動が生じたようにも思えないからである。おそらく
それは，①1987年のエネルギー輸入に見られた過度の増加〔これもまた説明するのが難し
い〕と関連しており，また③原油輸入の一ー特に「マキラ制」（原油を精製してその一定
割合を石油輸入相手国へ再輸出する制度）のもとで実現された輸入の一一常に問題含みの
会計処理からも派生しているであろう。もしこの2年間に輸入された原油のトン数を平均
すれば，これまでの数年間に記録されてきたものと軌を一にし，かつ石油製品の国内消費
とも密接に関連する，ずっと一様な推移が得られる。
1988年の輸入原油の年平均価格ほ，前年よりも149;る低い1バレル当たり14.5ドルであっ
た。ドルにたいするペセタの増価（上昇）を考慮に入れると，原油のトン当たり平均価格
は， 1987年に記録された価格をほぼ19形下回る12,450ペセタであった。エネルギー関連製
品全体の輸入単価指数は16.896低下したが，このことは，財貨の取引における実質交易条
件に非常に有利な影響ーー1988年に 3.5形の改善~ （実質交易条件の）
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2 -13表スペインの
OECD EEC 合衆国
1987 I 1988 1987 1988 1987 I 1988 
総輸出 100.0 100.0 100. 0 100. 0 100. 0 100.0 
エネルギー 4. 7 3.9 4.2 2.8 1. 2 14.5 
非エネルギー 95.3 96.1 95.8 97.2 88.8 85.5 
消費財 43. 1 40.9 42 .3 40. 1 49.2 46.6 
食料品 15.1 14.1 14.5 13.5 13.8 13.0 
耐久財 16.7 16.2 19.2 18.5 5.0 3.7 
乗用車 13.0 12.8 15.5 15.2 
非耐久財 1. 3 10.6 8.6 8.0 30.4 29.9 
資本財 9.9 11.0 10. 7 12. 1 5. 1 4.8 
一般機械 7.4 7.0 7.8 7.5 4.0 3.9 
輸送機器 1. 9 3.4 2.3 4.1 
中間財 46.9 48.1 4?.0 47.8 45.7 48.5 
非エネルギー中間財 43.0 45.2 43.0 45.2 40.0 42.8 
総輸入 100. 0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
エネルギー 3.1 2.3 2.9 2.0 6.2 5.6 
非エネルギー 96.9 97.7 97.1 98.0 93.8 94.4 
消費財 19.3 21.3 20.9 2U 4.5 5. 7 
食料品 5.3 5.3 6.1 6.2 1. 7 1. 9 
耐久財 9.5 1. 2 10.0 12.4 1.0 1. 9 
乗用車 5.6 7.0 7.3 9.0 
非耐久財 4.5 4.7 4.8 5.1 1.8 2.0 
資本財 23.9 25.6 23.3 23.8 21.9 30.1 
一般機械 17.6 18.2 17.4 17.4 15.9 16.2 
輸送機器 3.1 4.7 3.1 4.0 2.4 10.5 
中間財 56.8 53.0 5. 7 52.4 n.B 64. 0 
非エネルギー中間財 53.9 50.9 53.0 50.6 67.4 58.4 
出所〕 DGA, 1988年は暫定値。
累積的な改善はこの3年間で23%台に達したが，それは貿易赤字の悪化を緩和するのにか
なり貢献した。
税関庁DGAの情報を用いて1988年の非エネルギー関連製品輸入の伸びを，商品グルー
プ別構成と輸入地城別分布について評価すると， そのいずれもが普遍的な性質を帯びて
いたことが分かる〔2-14表〕。だが，合衆国からの輸入が際立っており， その伸び率は
EEC からのそれを一ーとくにプラントの購入にかんして—上回っていた。ドルにたい
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貿易構造 地域別の各財のウェート：％
OPEC COMECON その他のアメリカ アジア NICs その他の世界
1987 I 1988 1987 I 1988 1987 1 1988 1987 I 1988 1987 11988 
100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
10.5 6.7 5.7 2.7 3.3 0.7 0.2 0.5 5.7 4.7 
89.5 93.3 94.3 97.3 96.7 99.3 99.8 95.5 94.3 95.3 
32.5 25.1 12.5 13.7 28.3 20.5 22.9 21. 9 21.? 18. 9 
1. 5 9.3 10.1 1. 2 5.2 4.6 2.2 1.8 9.8 8.8 
4.2 4.1 0.5 0.4 14.9 9.4 10.3 12.6 6.3 4.5 
0.2 〇.7 0.9 0.3 6.9 10.4 3.4 2.0 
16.8 1. 7 1. 9 2.1 8.1 6.5 10.5 7.4 5.6 5.7 
13.6 15. 8 25.4 22.0 21. 8 27.4 7. 3 6.8 16.5 17. 7 
9.2 8.0 15.5 19.6 13.6 14.7 5.7 5.9 7.4 7.3 
3.9 7.1 9.1 1. 6 7. 1 9.9 1.1 0.3 8.4 9.7 
53.9 58.9 62. 1 64.2 49.9 51. 4 69.8 ?1.0 61.8 63.2 
45.9 53.0 56.3 61. 5 46.5 50.6 69.5 70.5 56.5 58.7 
100. 0 100. 0 100.0 100.0 100.0 100.0 100. 0 100.0 100.0 100.0 
92.9 88.7 55.7 54.2 46.1 30.8 0.2 16.8 10.7 
7.1 11.3 44.3 45.8 53.9 69.2 100. 0 99.8 83.2 89.3 
0.5 1.3 14. 8 10.2 11.1 16. 0 54.3 48.1 21.6 26.6 
0.3 0.8 10. 7 6.0 10. 0 13.5 6.5 3.5 1. 2 12.9 
0.3 3.0 3.2 0.7 1. 5 30.0 24.1 2.4 3.3 
1. 4 1. 6 
0.2 1.0 1.0 0.4 1.0 17.8 20.5 8.0 10.4 
0. 1 〇.2 3.9 4.3 1.4 1.9 24.2 30. 1 1.6 2. 7 
0.2 2.6 2.7 1.0 1. 7 21. 5 27.0 1.0 1. 9 
0.7 0.8 0.2 0.2 0.3 0.4 0.2 0.3 
99.4 98.5 81. 3 85.4 81.5 82.0 21. 5 21. 7 76. 7 70. 7 
6.5 9.7 25.7 31.1 41. 4 51. 2 21. 5 21. 6 60.0 60.0 
するペセタの増価は，この数年来そのシェア〔9る〕を相当低下させていた合衆国での買付
けを回復させるうえで重要な誘因となっているようである。いずれにしろ， EEC諸国か
らの輸入の相対的な重要性は1988年にも高まりつづけ，全輸入の56.8%と非エネルギー輸
入の62.8%を占めるに至った。なかでも，耐久消費財ーーとりわけ乗用車一の購入の伸
びがとくに大幅であった。同様に， 1988年に非エネルギー輸入全体の53%を占めた非エネ
ルギー中間財輸入の伸びも特筆しなければならない。雑多な製品グループから成る中間財
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2 -14表スペインの外国貿易の
OECD EEC 合衆国
1987 I 1988 1987 I 1988 1987 I 1988 
総輸出 13. 0 13.6 16. 1 14. 7 -2.1 ?.8 
エネルギー -9.0 -5.0 -9.0 -25.2 -7.7 39.3 
非エネルギー 14.3 14.5 17.5 16.5 -1.3 3.7 
消費財 11.2 u 15. 5 8. 7 -u 2. 1 
食料品 13.0 6.0 16.9 7.2 1. 3 
耐久財 12.0 9.7 13.0 10. 7 -2.8 -21.1 
乗用車 12.1 1. 7 12.5 1. 6 
非耐久財 7.6 6.8 18.9 . 7.0 -8.5 6.4 
資本財 16.7 25.4 21. 0 29. 7 -16.3 1. 7 
一般機械 14.2 7.8 17.2 10.1 -15.5 5.1 
輸送機器 26.6 104.0 33.2 106. 7 
中間財 13.8 16. 5 15. 6 16. 5 4.1 14.5 
非エネルギー中間財 15.9 19.4 18.2 20.4 2.8 15.0 
総輸入 25. 7 21. 9 31.8 21. 2 2.6 25.0 
エネルギー -7.2 -9.7 7.4 -17.0 -30.6 12.9 
非エネルギー 27.1 22.9 32.7 22.3 6.0 25.7 
消費財 43.1 34.6 5?.2 37.3 -1.3 59.6 
食料品 28.2 23.4 35.7 22.9 -31.4 42.5 
耐久財 58.7 44.1 84.9 50.6 78.3 125.0 
乗用車 98. 2 51. 8 102.9 50.6 
非耐久財 33.4 27.5 41. 9 28.1 15.9 36.5 
資本財 43.8 30.7 49.4 23.5 24.2 ?1.6 
一般機械 41. 3 26.0 46. 9 21. 4 22.3 27.6 
輸送機器 96.8 82.2 104.4 55.3 69.0 449.2 
中間財 14. 8 13. 7 18.7 14. 0 -2.2 8. 7 
非エネルギー中間財 16.6 15.1 19.6 15.7 1. 7 8.3 
出所〕 DGA, 1988年は暫定値。
（輸入）は，国内経済の活動と工業製品の輸出にしっかりと連動した，比較的一様な時間
的推移をたどっている。かくて， 1988年における一般機械製造のための金属製品の項目は
27形を超える（輸入の）伸び率を示した。要するに， 1988年の非エネルギー輸入は，スペ
イン経済の最終需要の構成に対応しており，また，国際市場における価格（上昇率）の緩
和とペセタの為替レート（の増価）にも恵まれたのである。
2 -15表には，この2年間の非エネルギー貿易赤字の推移が， 商品グループ別・地域別
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商品グループ別・地域別構造 名目変化率：（％）
OPEC COMECON その他のアメリカ アジア NICs その他の世界
1987 I 1988 1987 I 1988 1987 I 1988 1987 I 1988 1987 I 1988 
-11. 0 12. 5 -18.3 -6.3 -12. 2 -0.6 27. 7 53.5 -0.9 5. D 
-4.9 -28.5 228.4 -56.0 95.2 -78.0 -5.5 -12. 7 
-11.7 17.3 -21.9 -3.2 -13.9 2.0 29.5 53.2 -0.6 6.0 
12.6 -13.1 -12.1 2. 7 -u -27.8 31. 5 46.9 8.9 -8.3 
30.1 -8.8 -7.9 3.3 7.7 -13.8 30.0 9.4 -6.4 
-20.8 9.5 -53.5 -20.8 -15.9 -37.8 38.7 88.4 18.8 -25.4 
-43.2 238.3 -15.6 -61. 7 38.1 131.0 31. 0 -38.6 
14.3 -21.8 -12.0 6.0 0.6 -20.8 29.4 9.1 -0.9 7.0 
25.2 30. 7 -31.4 -18. 7 -30.9 24.8 9. 1 43.1 23.6 12. 8 
7.4 -2.9 37.9 18.6 -27.4 8.1 4.4 58.2 13.1 3.3 
176.6 104. 3 -58.8 -84.2 -26.5 38.2 42.8 21. 5 
-25.9 23.0 -12. 9 -3.0 -3.3 2.4 28.6 56.2 -8.6 7. 4 
-27.8 29.8 -18.9 2.4 -7.4 8.0 31. 7 55.7 -8.7 9.1 
3.4 -17.7 ?0.5 11. 9 8. 2 1. 2 68.6 3?.2 -?.9 20.8 
2.9 -21.4 186.9 9.0 33.8 -32.3 -51.0 -22.8 
10.0 29.9 12.9 15.6 -8.4 29.8 68.6 37.0 1. 8 29.5 
109.4 127. 6 4?.1 -22.2 28.2 45.5 65.2 21. 4 58.8 48.3 
93.1 80.8 61. 5 -37.4 25.3 36.6 81. 3 -26.4 40. 7 39.5 
37.2 17.2 60.1 130.4 64.9 10.0 133.4 62.2 
65.5 27.7 
-13.9 17.4 66.3 120.9 60.0 58.3 72.3 56.4 
44.5 24.2 1?1.9 41. 7 72.2 ?0.6 82.8 95.4 
32.8 16.6 176. 2・ 66.0 71. 6 72.1 90.7 125.8 
167.4 24.3 
3.0 -18.4 76.9 17. 5 5.1 -5. 2 73. 6 38.? -18.4 11.3 
4.8 22.8 -4.2 35.5 -15.2 24.9 73.6 37.5 0.1 20.8 
に（分類されて）載っている。スペインの貿易パターンは，対先進諸国と対発展途上国と
で異なっている。先進諸国にたいしては，消贄財の貿易で黒字が発生し，プラントと非工
ネルギー中間財の貿易で赤字が発生しているのに対して，発展途上国にたいしては，プラ
ントの純輸出で出超が生じ，その他の製品（貿易）は比較的均衡している。工業諸国との
消費財（貿易）の黒字は，非常に変化に富んだ内容を持っている。すなわち， EECに対
する黒宇は，食料品と乗用車の純輸出に基づいている。合衆国との黒字は，非耐久消費財
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2 -15表非エネルギー
世界全体 OECD EEC 
1987 1 1988 1987 1 198・ 1987 I 1988 
非エネルギー貿易収支尻 -1,m.5 -1, 165. 2 -1, 14U -1,6?8.? -635. 6 -928.3 
消費財 554. 7 296.2 578.7 391. 3 442.3 283.9 
プラント -659.9 -909.2 -737.2 -980. 9 -482.5 -578.2 
非エネルギー中間財 -985. 0 -1, 128. 7 -973. 0 -1,057.9 -597.1 -636. 6 
出所〕 DGA. 
a〕非エネルギー貿易収支尻は，それを構成する三要素の合計に一致しないが，その原
同様に世界全体の収支尻も，列挙されていない国や地域が漏れているために，上
b〕゜ PEC,「その他のアメリカ」，「その他の世界」（から成る）。
と一一貢献度は低いが~最後に， 日本にたいする貿易収
支は，耐久消費財一＿乗用車を除＜一の大量の輸入のゆえに赤字であるが，こうした事
態は，大なり小なりアジアの（新興）工業諸国にたいしても生じている。 1988年の非工
ネルギー貿易赤字の増大について言えば， 先進諸国にたいするその悪化は普逼的であっ
た。つまり事実上すべての地域で，非エネルギー中間財と資本財の貿易赤字がかなり増大
し，また EECと合衆国にたいする消費財貿易の黒字は減少したのである。その将来の推
移について同じように心配なのは，発展途上国にたいする非エネルギー貿易の黒字の減少
である。というのも，プラントの項目がわずかに改善したとはいえ，非エネルギー中間財
貿易の赤字が増大し，また消費財貿易の収支尻がプラスからマイナスヘ転化したからであ
る。
観光収入は， 1988年に前年の実績の半分にあたる 2.1彩の実質成長率をもった。 1988年
にスペインを訪れた外国人の数は6.4彩増加したものの，この数値には，観光活動にたい
するその影響がたいへん希薄ないくつかの国々からの訪問者が含まれている点を据酌しな
ければならない。そこで，ボルトガルならびにモロッコ国籍の旅行者を上記の比較から除
くと，当該増加率は4.8彩に下がり実情を示す値とよりよく合致するようになるが，それ
でも旅行者一人当たり平均支出額の非常に芳しくない推移が明らかになる。観光支払につ
いては，数年来の実質的急増の基調ー一それは，スペイン人たちの国内観光での消費支出
の推移とペセタの為替レート（上昇）に照応している一ーが1988年にも維持された。
サービス貿易（貿易外収支）については， 1988年に注目すべき悪化が記録された。数年
来の実績と軌を一にする緩やかな受取の増加と同時に，実質で23彩を超える加速的な支払
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貿易赤字の構成〔a〕 単位： 10億ペセタ
合衆国 日 本 アジア NICs 発展途上国〔b〕
1987 I 1988 1987 I 1988 1987 I 1988 1987 1 1988 
-166.2 -276. 0 -225.0 -306.4 -93.0 -120.5 129.5 22. 7 
145.9 135.9 -69.0 -80.4 -63.3 -74.9 47.4 -23.4 
-92.4 -170.8 -91.4 -139.1 -29.6 -51.2 113.5 122.3 
-200.8 -208.4 -64.6 -86.7 0.1 5.4 -25.0 -74.2 
因は，ガソリンのような特定のエネルギー関連製品が消費財に含まれているからである。
記の各地域の合計と正確には一致しない。だがいずれの場合も，その差は無視しうる。
の急増が生じたからである。そのなかでも，運賃（運輸支払）に見られた伸び26.5彩増と，
政府（公的）取引の伸び32.7彩増，そして技術援助と特許権使用料の伸び42形増〔いずれ
もペセタ建て〕が際立っている。サービス貿易の自由化はこれから先も強化されてゆき，
したがって将来もこうした伸び率は持続するに違いない点を考慮に入れなければならな
い。それは，経常収支赤字の推移にとって追加的な懸念材料なのである。
スペイン経済の外国需要についてなされたこれまでの分析を要約すると， 1988年に諸外
国との財・サービス貿易の収支尻は， 1987年に比べて5080億ペセタ悪化したことになる。
この悪化は，本章冒頭の 2-1 表で示されていたように，•もし前年の不変価格で評価すれば
ースペイン経済にとって更にもう一年 (8朗三も），実質交易条件が有利化したために一一
一層大きく〔8000億ペセタ以上に〕なる点に注目されたい。財・サービスの純収支（経常
海外余剰）から，（移転収支を加えた）経常取引収支に目を転じても， 1988年には著しい
差異は認められない。 というのも， 投資収益収支の赤字増が移転収支に見られた改善に
（ほぼ）見合っていたからである〔前節の2-4表をみよ〕。
投資収益の主要な項目を構成する財産所得と企業収益の受取は，この2年間をつうじて
たいへん増えた外貨準備の国外運用による利子収入の結果， 1988年に40彩以上も増加し
た。しかし，このおなじ項目による支払も，異常なリズムで一1987年の事実上ゼロから
1988年には38彩増へ--f訳びたために，この項目の赤宇は著しく拡大した。スペイン経済
が受け入れつつある激しい資本流入は，経常収支（とりわけ投資収益収支）においてます
ます強く感じとられるのである〔1〕。
・移転収支について，その収支尻の改善〔1500億ペセタ〕はあらゆる予想を超えていた。
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経営補助金や輸入補助金と生産税や輸入税との相互作用の結果は，スペインにとって好ま
しいものであった。対EECとの移転収支は，そうした作用をつうじてもたらされたが，
その収支尻は1988年に大幅な黒字になったのである。
財・サービス収支，投資収益収支および移転収支を総合した結果，•本章の 1 節〔はじめ
に〕で触れられたように， 1988年の経常収支尻に著しい悪化がもたらされたのであるが，
それは再び EECからの資本移転受取によって軽減された。それにもかかわらず，この年
のスペイン経済のファイナンスの必要度は国内生産の 0.9彩に達し，その将来の推移がど
うなるのか，という点についても疑念をいだかせるものである。
1989年にかんして次の諸点が予想されている。①いずれ対外（経済）開放のマイナス効
果がかなり低下するであろう点を考慮すると，非エネルギー輸入の実質増加率は鈍化する
であろう。R外国市場はそれほど伸びないであろうが， しかし非エネルギー輸出の実質
（増加）率は2ボイントの低下にとどまるであろう。また，対外競争力が失われる反面，国
内市場の底堅さは持続されるであろう。③輸入原油の年平均価格は 1バレル当たり 17.0ド
ルになり，そして最後に，親光による実質的な増収は1988年の実績を下回るが，サービス
（貿易外収入）の動向は前年ほど落ち込まないであろう。ともあれ，これらのたいへん好
ましい想定一ーただしその達成は， 1989年初の4カ月にかんする手元の情報からも，すで
に非常に危ぶまれている一ーを置いたとしても，さらにまた，投資収益について見込まれ
る悪化をふたたび移転収支がほぽ埋め合わせるとしても，経常収支の赤字は80億ドル以上
に達し，スペイン経済のファイナンスの必要度は国内生産の2彩を超えるであろう。いず
れこの数値は， この先数年間の対外不均衡の大きさを由々しく左右するであろうし， ま
た，経常赤字が国内総生産の5%に達するという予測をも一ースペイン経済が国内需要の
伸びをかなり抑えないかぎりー一それほど向こう見ずなものでなくさせるであろう。
3. 生産・雇用・失業
3. 1生産
経済部門別の実質 GDPの推移について，その推計値が 2-16表に載っている。 1988年
1〕この分析は，国民経済計算の「対外勘定」という概念を用いてなされている点を想起
されたい。その結果は， 「国際収支」概念によるもの， あるいはスペイン銀行の「国
庫（収支）記録」 Registrode Cajaのデータによるものとほぼ同じであろう。これ
と若干似たことは，移転収支についても生じている。
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2 -16表各産業の付加価値〔a〕 変化率
1985 1986 1987 1988 
農漁業 3.1 -9.1 9.6 3.7 
工業〔建設業を除く〕 2.1 5.6 5.3 4.2 
建設業 2.2 5.9 10.4 12.5 
サービス業 2.3 3.4 4.7 5.2 
出所〕 1987年までは INE。1988年は BE。
り 1987年までは1980年の不変価格で， 1988年は1987年の不変価格でそれぞれ表示。
のその特徴は，建設業とサービス業で大きな活力が見られ， 工業ではわずかな鈍化が生
じ，また第一次産業の動向は前年ほど上向きではなかった点に求められる。
2 -16表に関連して次の点に気付くことが肝要である。すなわち， ほとんどすべての国
の統計ないし会計処理の経験上， 通例のことではあるが， 生産部門の観点からなされた
GDPの推計値（生産国民所得）は， 支出の側面から得られたそれ（支出国民所得）と一
致しないのである。 198朗三のスペイン経済の場合，先の推計値—それは，いろいろな部
門の付加価値を合計して得られる一ーを算定するのに利用できる指標やデータは，需要の
データから得られる値ー一その最終評価もまた，初めにどのような計測方法が用いられる
かに依存する一ーを0.2~0.3(ボイント）上回る実質 GDPの伸びを示している。本章1
節の2-2表には， 供給の側から得られた推計値を需要〔1987年の不変価格で評価〕の観
点から得られた GDPに当てはめるための調整項が，絶対額で書き込まれていた。だが，
2 -16表には， こうした項目は一ーそれを変化率で表現しても意味をなさないので＿載
せられていない。
第一次産業の付加価値は3.7彩増加したが，この成果は，‘①1987年が農業にとって例年
にない豊作であり，また③農業部門の推移では，その符号（豊作と凶作）が年々入れ替わ
るのも珍しくないという点を考慮に入れて，積極的に評価されねばならない。農耕の最終
実質生産は6.0彩前後成長した。なかでも穀物の生産は非常に好調で，他方，牧畜と林業
の成長率はプラスではあったがiり低く， また漁業の成長率はわずかにマイナスであっ
た。
工業部門〔建設業を除く〕では，エネルギー分野の推移＿具体的には電力のそれー一
が際立っていた。国民統計協会 INEの暫定的な推計によれば，これらエネルギー分野全
体の実質付加価値の伸びは6.0彩であったが，それは，電力分野のより一層大きな成長を
含意している。というのも，石油精製を含むその他の分野では非常にゆるやかな成長が記
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2-n表工業生産指数の変化率〔建設業を除く〕 〔1972年ベー ス〕
1 1985 J 1986 I 1987 I 1988 
総合指数 2.0 3.1 4.6 2.9 
エ石石紐ネ固ル体油ギ燃掘精料採製ーの[1掘0採.3飴と）加工
4. 1 0. ~ 0.2 0.5 
1. 3 -3. 7 -9.3 -6.6 
-6.8 -13.6 -9.3 -10.3 
1. 5 10.1 -4.3 -2.1 
性鉱物の生掘採産 -10.8 21. 9 -3.5 -12.2 
電気・ガスの 5.6 1. 5 3.8 2.8 
非エ属ネル物ギー 掘鉱採業と加化学〔21.296〕 0.3 -1. 2 -0.4 3.5 
金鉱の とエ＊ -3.8 -11.5 -35.3 -1.2 
金属の生産と一次加工 1. 5 -7.2 -1.5 3.1 
非エネルギー非金属鉱物の掘採 -5.9 0.3 -5.4 11.1 
非化金学属工業鉱業 -5.4 7.5 3.1 7.9 
2.4 1. 6 1. 8 1. 6 
金属加屈般務工製機用醤品・粁最器・造機密製機暉造(械-蜘醗[24庫造.2%と輸〕凶饂
3. 8 9. 4 11.8 9.5 
金事務 を除く〕 2.3 1. 7 9.1 7.9 9.8 6.0 0.7 3.4 
-16.8 -13.9 -4.6 -10.1 
電気機械・機材製造 -0.2 13.0 1. 9 7.6 
電子機器製造〔コンピュータを除く〕 -0.9 28.1 32.8 13.2 
自動車製造 8.6 10.9 1. 8 13.1 
造船 4.7 27.6 8.9 20.8 
その他の輸送機器製造 -22. 7 -5.0 20.6 2.3 
精密機械・光学器具などの製造 6.2 4.1 24.7 -7.9 
その料他の製造業〔4.396〕 1.4 3.0 4.8 -0.4 
食 ・飲料・たばこ 4.8 -0.9 7.7 3.3 
繊皮維革製工業造業 4.5 8.1 3.9 -7.1 -0.8 4.0 -0.2 -8.9 
履物・衣服ルラ・ス出ク•製版そチ造業のッ他業ク製の獄品枇把口製浩挙 -1.4 -1.4 --1. 3 -5.6 木材・コ -8.1 16.4 6.5 4.1 
紙•印刷フ -2.7 6.4 4.4 
ゴム・ 品製類造—―業- 5.1 0.9 7.3 4.2 —消費以財上，製品の産〕業別分
〔35.8% 1. 1 3.3 5.6 2.5 
食料・飲料・たばこ 4.8 -1.8 8.7 3.2 
その他の消14費.1財%〔工業製品〕 -0.7 5.5 4.6 2.2 プラント〔 〕 7. 2 10. 6 16.1 10. 6 
金蒻一間i般属芯畔装憐財品置〔 ~ ボイラー類 4.6 2.6 7.7 11.1 9.5 20.7 16.8 19.6 
• そ9のる他〕 7.1 8.8 17.6 7.2 中 50.1 u 1.5 1. 5 1. 4 
4.1 0.7 〇.2 0.5 
-3.4 2.0 1. 2 4.9 —建非非エそ設エ以エネの［他上ル資ネ底ネ材ギルのル製ーギ中〕ー財鉱の物用途の別掘採分と化学 1. 2 -3.3 -1.8 3.5 
間品 分類ー一
1. 7 5.6 4.8 
ー工業生産指数 1. 7 3.5 5.3 3.3 
出所〕 INE. 
＊）本シリーズを訳出し始めた当初から，つまり本誌第38巻第5号を上梓した時に，
同誌211ページ1-18表の非エネルギー鉱業と化学の項に「非金属鉱物の掘採と加
工」と「非エネルギー非金属鉱物の掘採」とが原文で併置されているのに気付い
た一一同項第3行目の盃文の“非”に付けておいた下線に注意されたい-。こ
の両者の非整合性について， 19函年9月3日付の私信でスペイン銀行に説明を求
めたが，その「回答」がこの88年版でなされたものと見倣したい。同項第1行目
が従前の「非金属鉱物の掘採と加工」から，このたび上記のように「金属鉱物の
掘採と加工」に改められたからである。（訳者）
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録されたからである。電力の最終生産は， UNESA(Unidad Electrica, S. A.: 電力会社
名）によるデータにしたがえば， 4.49る前後の伸びにとどまったが， しかし伝統的な火力
発電に取って代わった水力発電の貢献が大きかったために， 中間財消費（原油などの投
入）が大幅に節約されたことから，その付加価値の急増が説明される。後ほど分かるけれ
ども，このような工業部門の勢いがまた，雇用の大幅な増加を決定づけたのである。
非エネルギー工業部門の最終生産は実質で約3.8形成長した。 2-1? 表には工業生産指数
IPI の推移が，その主要な項目ごとに載っている。この表は—そのモデル（分類法）が
古めかしいために統計的に限界があるものの一一いろいろなサブセクターごとに異なる推
移を指し示している。だが，エネルギ一部門—この部門については，上に指摘したよう
に INE自体は他の推計値 (6.0%)を提供している―を除いた，非エネルギー工業生
産指数 IPIの伸び〔3.3%〕は， 同じ部門の付加価値の伸びにわずか 0.5(ボイント）及
ばないだけである点に留意されたい。このことは， !PIが最終生産の推移を過小評価しが
ちである点を考慮に入れると，この推計そのものがよく（実情を）保存（反映）している
ことを意味している。したがって，工業生産総合指数の伸び率2.996と工業全体の実質付
加価値の推定成長率4.2%との比較は，ー一その差異の重要な部分がまさに， IP!から得
られる情報よりも信頼できる他の情報源を有するエネルギ一部門に求められるが故に一
誤解を招きやすいものである点に注意されたい。
非エネルギー工業生産の部門ごとの推移は，一般に一一輸入財の（国内市場への）高い浸
透率が持続したことから悪影響が見られるものの一ー最終需要〔国内需要＋外国需要〕の
圧力に照応していた。 1987年に比べて外国部門（貿易）の悪影響は，投資財や中間財を生
産する工業よりも消費財生産工業のほうでより大きかったが， その原因は， 輸入動向が
（産業ごとに）異なっていたことよりも，むしろとりわけ消費財の輸出が-ft!l,の製品が
強い（輸出の）活力を示したのに一伸び率を鈍化させた点に求められる。
前節で述べられた， 1988年におけるプラントの最終需要の鈍化は，その部門の専門家に． 
よれば当該最終生産の鈍化に繋がらなかった。というのは，一方でその国内需要がより大
きな比率の国内生産でもって賄われ，他方でその輸出が加速されたからである。工業生産
指数自体は確かに活力を失ったけれども，この指数のカバー（捕捉）は，一般機械やプラ
ントの場合にとくに不完全で不適切である点を想起されたい。プラント生産部門のなか
では，輸送機器一般と特に鉄道輸送機器の諸産業での非常に積極的な動きを特筆しなけれ
ばならない。逆に，大型の機械装置や電機装置の生産はそれほど有利に推移しなかった。
消費財製造業は，プラント工業ほど成長しなかっただけでなく，その伸び率を1987年よ
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りも鈍化させた。しかしながら建設業と自動車修理業であらたに重要な成長が，予想をこ
えて生じた点を特筆しなければならない。食品（工業）もまたプラスの実質成長率を達成
したが，その率は， とりわけ外国との貿易収支尻が赤字に転化したために， 1987年よりも
低かった。その他の消費財製造業の推移は非常にまちまちであったが，なかでも繊維・皮
革・衣服•履物の分野での後退が際立っていた。他方，中間財製造業もまた， 1987年より
はましだとはいえ，輸入（中間）財のはげしい競争に耐えねばならなかった。建設資材製
造業と大部分の非エネルギー抽出産業（鉱業）の成長は，特筆されねばならない。
建設部門は1988年における経済活動の推移で主役を演じ，その実質付加価値の成長率は
12.5形前後と推定される。この部門の付加価値の動向は，前節で触れられた，この種の財
貨への最終投資需要の強さから説明される。 ところで， その付加価値の動向は—私的
（最終）消費もしくは中間消費に向けられる（労働集約的な）修理業（増改築）分野の活
動がよりゆるやかであったために一ー当該総固定資本形成よりもやや低い伸びにとどまっ
た。このようにダイナミックな付加価値の動向は，とりわけ当部門の総営業余剰の伸びが
非常に大幅に加速した結果であるということを強調しておかねばならない。
サービス業での付加価値は実質で1988年に 5.2%伸びたと推定されるが，この値は，民
間サービスと公共サービスとでほぼ同じである。政府部門の非売（無償）サービスの最終
生産ーー公共消喪ー一の実質成長は， 前節で見たように， これよりもやや下回った〔4.6
形〕けれども，その付加価値の伸びは，中間消費ー一いわゆる（財・サービスの）「購入」
ーーが比較的節約されたので，それより上回った〔5.3形〕。付加価値のうち（公務員の）
報酬は実質で 5.096増え，また粗余剰ー一この部門では，それは固定資本の実質減耗もし
くは生産設備の減価償却に相当する一~は 9.5;,lる前後増えたものと推定されている。この
報醒の実質増5.0 5lるのうち，約3ボイントは雇用の伸びによって，また残る 2ボイントは
生産性の上昇によって説明されるものと推定されている点に留意しなければならない。こ
の生産性の伸びは高すぎると思われるかもしれないが，少なくとも 1ポイントは，若干の
公共（部門）雇用者集団一ー医者，教員など一一の再分類（等級替え）に起因している点
も考慮に入れねばならない。原則として，人員（雇用者）の等級を再編しただけで—各
等級の報酬を高めることなしに一一生じた平均報酬の上昇は，生産性の向上と見なされて
おり， したがってそれは当該実質生産（増）として勘定されねばならない。とはいえ，上
記の再分類—それのかなりの部分は，当事者たちの貨金報酬をたんに増加させるメカニ
ズムとして作用している一ーの特異な性格上，そのより小さな部分だけが当部門の付加価
値の実質増と考えられる。
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他のサービス全体〔政府部門のそれは除く〕の付加価値は， 1988年に実質で5.2%増加
したが，この推計値でさえ，この種の商品（サービス）生産部門の事実上すべて一一ただ
し賃貸（貸家）業・民間教育・家事サービスを除くー一のより拡張的な動きを表してはい. 
ない。繰り返し指摘されてきたことだが，現実の賃貸サービスは，人口動態の現象とより
密接に関連しているために，最気循環からある程度相対的に独立した推移を示している。
そこから，そのサービスが最気後退局面では GDPの平均を上回って伸びつづけ，また最
気上昇局面では経済の他の分野よりもゆるやかに伸びる点が説明される。民間教育につい
て言えば，これは何年も前から絶えず後退しつづけてきた分野である。これと非常に異な
るのが家事サービスの場合であり，それは，危機の期間もさらに回復の初期においても，
多くの家計にとって雇用創出の拠り所となったが，いまや〔198艇Fには〕そうした家計は
他の（雇用）機会が増えつつあるので，それ以外の生産分野に移動したに違いない。
この他のサービスは，実質で6.0彩前後もしくはそれを超える成長率をもっ，大きな活
力を示した。かくて，商業・レストラン・ホテル業での雇用の重要な伸びは，非常に積極
的な推移を一―ーとりわけ商業において—示唆している。レストランとホテル業について
は一ー旅行者の動向にかんするデータとホテル宿泊者のそれとが首尾一貫しない点は，す
でに前節で触れたが一ー， 前者（レストラン）が後者（ホテル業）を大幅に上回ってい
る。おそらくその原因は，観光地における住宅（別荘などの）建設の急増に関連した，ホ
テル以外での宿泊がますます重要になっている点に求められるであろう。いずれにしろ，
この両者は，商業ほどの活力を多分持たないものの，依然として非常に積極的な推移をた
どったことが雇用のデータから示されている。輸送サービスも―とくに陸上貨物輸送と
航空運輸については一有利に推移した。さらに，通信業は，一層高い実質成長を記録し
たに違いない。個人向けサービス〔家事サービスを除く〕と事業所向けサービス〔ここに
は，不動産販売活動が含まれることを想起されたい〕の拡張は，ともに普遍的でありかつ
重要であった。さらに，販売用（有償）の保健・衛生サービスが強い実質成長を記録した
点も指摘しておかねばならない。というのは，公共部門で生産されてはいるが，それに相
当する対価を付して民間部門（家計など）に販売される保健・衛生サービスの部分が，そ
の（実績）どおりに計上され始めたからである。かくて，政府部門の非売サービスの数値
や販売用の保健・衛生サービス〔公共部門で生産されたか否かを問わず〕の数値は，会計
基準がこのように修正されたために，前年のそれと厳密には比較できないのである。
最後に，金融機関と保険業の分野で付加価値が前年につづいて大きく増加した点を指摘
しておかねばならない〔この点は，本章冒頭の2-2表における，銀行サービスの帰属生
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産の項にも反映されていた〕。金融機関（銀行業）部門の最終名目生産’〔帰属生産を含む〕
の成長は，その付加価値の伸びに等しい14.3形と推定されている。しかしながら，生み出
された付加価値の非常に大きな部分は，こうした機関の年金用基金の積立に振り向けられ
た。そのため，銀行の擬制的社会保障負担（これの説明は「スペイン経済； 1987年」本誌
39巻2号， p.221脚注をみよ）は 63形増加し，貯蓄金庫のそれは 1539るも増えたのであ
る。これらの数値はたいへん重要なものであるので，国内総生産の労働報酬と営業余剰ヘ
の分配にかんするデータや家計の貯蓄にかんするデータを解釈する際には，この項目（擬
制的社会保障負担）によって労働報酬と貯蓄が—後者の場合，退職金引当準備高によっ
て帳簿上つくり出された強制貯蓄として一一肥大化している点を忘れてはならない。この
ようにして，前節で述べたように， 1988年に家計の貯蓄／可処分所得の比率が低下したに
もかかわらず，その貯蓄全体にかんするデータは，この非可処分強制貯蓄ー一可処分所得
としては考えられていない退職金引当準備高一ーも勘定に入れるとすれば，より好ましい
推移を記録したことになる。
民間保険業一~それは「社会保険（代理）業」 Entidades de Prevision Socialや「補
償（互助）協会」 Consorciode Compensaci6nといった，最も重要な保険活動を展開し
ているグループをも含むーは，名目で20.0彩を超える生産と付加価値の推移をもった。
他のサービス業のそれを優に上回る，こうした高い成長率は，生命保険部門ーーそこには
「プリマ・ウニカ」保険（これは1986年に創設された，急成長中の生命保険業種である）
が含まれる一ーの推移から説明される。
3.2 雇用と失業
前節で述べられた国民経済活動の高まりは雇用の推移に反映された。 2-18表の「労働
力調査」 EPAによれば，耀用は1988年にも 4年連続で増えたのである〔1〕。経済全体の
就業者は29万3000人増加したものの，この数値は1987年のそれ〔37万1000人〕や1986年の
それ〔31万7000人〕にわずかに及ばない。絶対数や比率でみた， こうした雇用増の鈍化
1〕印88年第I四半期から， EPAはセウタとメリジャ（ともに， モロッコの地中海沿岸
に位置するスペイン領）においても実施されるようになったので，その時点で統計シ
リーズに断絶が生じた。同四半期にセウタとメリジャには， 16歳以上の人口が9万
8000人おり，そのうち労働力人口は4万9000人で， 3万2000人が就業しており， 1万
7000人は失業していた。（本文の）増減については， こうした統計的断絶を修正した
総合的データが示されている。
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2 -18表労働力人口の変動
1環以上の人口
労働力人口
就業者数
失業者数
非労働力人口〔兵役など〕
出所〕 INE. 
絶対数
198眸第W
四半期〔a〕
29,932 
14,621 
11. 920 
2,701 
15,311 
り 1987年の「労働力調査」 EPAによる。
1985 
〔b〕
386 
137 
57 
80 
249 
単位：千人
増減
1986 I 1987 I 1988 〔b〕 〔b〕〔C〕 〔d〕
327 400 379 
273 358 74 
317 371 293 
-44 -13 -219 
54 42 305 
b〕団87年の EPAにおける就業者の定義を1976年の EPAの時系列に適用すること
をつうじて INEが改定した時系列に依っている。
り EPAの手直しによる統計上の飛躍（断絶）を修正済み。こうした飛躍（的増加）
は， 20万 1000人にのぽるが，それは，雇用の真の変動を知るために， 1986年第1V
四半期から1987年第1V四半期の間空就業者数の時系列〔INEによる改定済み〕
に見られた増加から差し引かねばならないであろう。それの部門別配分は，農業
に2万8000人，工業に6万1000人，建設業に 1万8000人，そしてサービス業に
9万4000人となっている。
（本誌39巻2号， p.225の1-20表の注Cの該当個処を上記の下線部分のように訂
正されたい。訳者）
d) 1988年第I四半期にセウタとメリジャが EPAに盛り込まれたことに起因する統
計上の断絶を修正済み。
は，労働力人口増の一層大きな鈍化を伴っていた。労働力人口は， 1987年の35万8000人増
に対して1988年には7万4000人増にとどまったのである。その結果，失業は一ー1987年の
わずか1万3000人減や1986年の4万4000人減に対して一ー21万9000人も減少した。だが，
1988年第1V四半期に失業者は 270万1000人を数え，その失業率は一一前年同期の実績より
も1.5ボイント低い一一労働力人口の18.5%に相当した。
1988年の労働市場にかんする基本的な変数の動向については，それを近い過去からの推
移のなかに置いて（検討して）みなければならない。最近の4年間をつうじてスペイン経
済は，差引して 107万1000の新しい就業機会を創出することができた。これによって雇用
（機会）に巡り会う条件は改善されたが，それは同じ時期に，一連の構造的な要因（の改
善）とも相まって， 89万1000人の大幅な労働力人口の増加をもたらした。その結果，失業
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は， 1984年第1V四半期の水準に比べて19万6000人しか減らなかったものの，就業者数の増
加は，この数値を大幅に上回っている。
もし， 1988年第1V四半期の労働力人口の異常な動きがなかったなら＾この4年間の失業
の減少はもっと小さくなっていたであろう点を指摘しておかねばならない。実際， 1988年
第m四半期まで，労働の需・給は基本的に並行して推移していたために，失業に見られた
減少は非常にわずかであった。しかしながら，同年第1V四半期に14万9000人の失業減が記
録されたのであるが， これは， 過去4カ年間に見られた失業減の4分の3がこの問題の
3カ月間（四半期）に生じたことを意味している。これのおおかたの原因は，上記の四半
期における労働力人口の低下に求められる。 1987年以降の労働供給の鈍化傾向も評価でき
るとはいえ， 1988年第1V四半期の動きは異常なものであったために， （その原因の）一部
は統計（処理）上の問題にも求められるであろう。
3.2. 1 雇用の推移
1988年に再びスペインの農業は，経済の他の分野へ働き手を供給する部門になり，同年
そこでの就業者は5万1000人減少した〔2-19表をみよ〕。すでに 10年以上にわたって農
業部門における動向の特徴になっていることだが，雇用の減少は事実上そのすべてが非雇
用者（自営業主や家族従業者）に集中していた。
農業雇用の減少は一ーアンダルシアを除くとー一非常に激しく，過去のそれにじゅうぶ
ん匹敵する低下率を示した点も指摘しておかねばならない。アンダルシアは，第一次産業
で雇用が増加した唯一の地方であったが，その原因は，アンダルシアの農業で生じつつあ
る，より多額の資本とより多くの賃金労働者を必要とするより集約的な農法への転換に求
められる。
しかしながら，スペイン経済全体にとって農業就業人口の割合は，とりわけ EEC諸国
の大半で支配的なパターンに比較すると依然として非常に高い〔1988年に 14.0%〕。その
ため，近い将来においても農業は，経済の他の分野に働き手を供給する部門であり続ける
であろう。
非農業部門での雇用の伸びは，非常に大きかったけれども，前年と同様，（その伸び率は）
鈍化し続けた〔2-19表と 2-5図をみよ〕。 しかしながら，そうした鈍化は雇用者（賃金
労働者）については認められず，それは1987年の4.6彩増にたいして (198紗Fには） 4.7形
増加したのである。非農業部門における非雇用者（の雇用）は，ある程度の増加が数年間
見られた後に， 1万6000人減少した。
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2 -19表雇用の変動
一雇用形態別・産業別一一 単位：千人
絶対数 増 減 変化率（彩）
w1 9 8四〔8a年半〕第期 1985119861198711988 
〔b〕〔b〕尉〔e〕
1985 , 19861198711988 
〔b〕〔b〕〔d〕〔り
就 業 者 11,920 57 317 371 293 -1.0 2.3 3.1 2.9 
農業 部 門 1, 6?3 -108 -165 -26 -51 -1.9 -9.9 -3.1 -2.0 
非農業部門 10,247 165 482 39? 344 -0. 7 5.0 4.3 3.8 
工 業 2,819 -49 76 75 14 -3. 5 1. 7 2.5 1. 5 
建 設 業 1,082 3 84 68 114 -5.1 7.1 9.8 9.8 
サービス業 6,346 211 322 254 216 1. 4 6.3 4.3 3.9 
雇 用 者 8,530 178 394 352 355 4. 7 4.2 4.4 
非
農 業 部 門 538 21 -18 -5 -5 7.7 -5.1 -1.4 〇.5 
非農業部門 1,992 157 412 357 360 -0.6 -5.6 4.6 4. 1 
工 業 2,479 -20 55 101 24 -3.1 1. 9 3.2 2.2 
建 設 業 831 -7 92 73 99 -8.1 10.6 13.7 1. 5 
サービス業 4,682 184 265 183 237 2.1 7.0 4.1 5.1 
雇 用 者 3,390 -121 -77 19 -62 -3.0 -3.2 0.6 -1.2 
農 業 部 門 1,135 -129 -147 -21 -46 -5.4 -11.9 -3.9 -3.2 
非農業部門 2,255 8 70 40 -16 -1.1 3.0 3. 1 0.2 
工 業 340 -29 21 -26 -10 -6.3 -1.9 -4.0 
建 設 業 251 10 -8 -5 15 2.9 3-1. 4.2 
サービス業 1. 664 27 57 71 -21 -0.6 4.3 4.9 0.1 
出所〕 INE. 
り 1987年の「労働力調査」 EPAによる。
b〕⑲87年の EPAにおける就業者の定義を1976年の EPAの時系列に適用すること
をつうじて INEが改定した時系列に依っている。
り 1987年第Il四半期の EPAの手直しによる統計上の飛躍（断絶）を修正済み。
切 1987年と1988年の変化率を算定するにあたって，上に注記した統計上の飛躍分が
1987年（の第1四半期）と1986年の全四半期に付け加えられた。
り 1988年第Il四半期にセウタとメリジャが EPAに盛り込まれたことに起因する統
計上の断絶を修正済み。
工業における雇用は， 1988年に 1万4000人増加したものの，この数値は，その前の2
年間に比べると非常に劣っており，またその鈍化は賃金労働者（の雇用）について見れば
一層激しい。工業分野別では，一般機械と電気・電子機器，自動車，履物，そしてプラス
チックの諸製造業で記録された雇用者の雇用減を特筆しなければならない。一般機械と電
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2-5図雇用の推移
単位：千人
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出所〕 INEとEPA.
気・電子機器や自動車の製造業で雇用が減少した原因は，それらの部門で記録されてきた
生産性の著しい向上に求められるであろう。履物の場合は輸出減に起因している。そして
プラスチックの場合は，構造的要因により関連した原因が挙げられる。その他の工業分野
では，エネルギー・水道， 抽出産業（鉱業），金属一次加工， 化学工業，その他の金属工
業〔とくに投資（財）により関連した諸部門〕， およびその他の製造業（とりわけ食料品と
木材・家具〕において生じた雇用者の雇用の伸びが際立っている。
1988年に建設部門での雇用は，前年実績のほぼ2倍に相当する11万4000人〔9.8彩〕も
増加した。この部門は目下，雇用増を推進するもっとも重要な源のひとつである。という
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のも，この3年間にそこで26万6000の新しい就業機会が生み出された結果，その就業者数
は1985年末の水準を3分の1も上回ることになったからである。
すでに現在の雇用回復局面の特徴となっているが，回復の重心は公共サービスと民間サ
ービスに見いだされる。 1988年にサービス業就業者数は3.9彩増えた。この数値は絶対値と
しても比率としても前年と事実上ほぽ同じものである。しかしながら， 1987年にはこうし
た増加の一部は非雇用者に見いだされたのに， 1988年にはこの非雇用者（の就労）はわず
かに低下したのである。このことから，経済全体における雇用者（の雇用）の伸びにより
大きく貢献したのはサービス部門である，ということになる。民間サービスでの雇用者は
1988年に14万5000人増えた。この年に民間サービスのすべての分野で雇用の伸びが認めら
れるものの，商業，ホテル業，そして事業所向けサービスのサブ・セクターで見られた雇
用者の伸びを特筆しなければならない。公共サービスでの雇用者のほうは， 8万8000人増
加した。
新しい「労働力調査」から公共機関別の雇用を知ることができる。 1988年第1V四半期に
公共部門全体で191万1000の人々が働いていたが，これは経済全体の雇用者の 22.4%に相
当する。 1988年に，中央政府での雇用は＿権限（の一部）が自治州に委譲されたために
—減少したのに対して，その他の公共機関では増加した。いろいろな公共部門で全体と
して， 1988年に 9万5000の新しい就業機会が生み出されたが，これはその年の雇用者の
（新規）雇用の4分の1に相当する。
1987年に生じたように， 1988年にもスベイン経済における就業機会の創出は短期雇用に
2 -20表雇用の変動
、一雇用契約別一一 単位：千人
88年第1V四半期 増 減
ウェ 第四19 8半7年期1V 第四19 半88年期1V 
1987年 '1988年
絶対数 トー 上半期1下半期下半期
総就業者 11,920 73 69 264 83 211 
雇 用 者 8,.530 100 95 112 275 109 245 
無限定で，フルタイムの契約 6,199 72.7 1 53 -78 -141 -21 
無限定で，パートタイムの契約 179 2.1 1 -7 -30 17 -22 
短期契約 2,152 25.2 93 66 383 233 288 
非雇用者 3,390 - -22 -43 -11 -26 -34 
出所〕 INE. 
261 
1198 闊西大學「親清論集」第39巻第6号 (1990年3月）
支えられていた。この短期雇用は，これまでに他のヨーロッパ経済でも生じたのと同じく
らい急速に，・固定雇用（常雇い）に取って代わりつつある。実際 1988年に短期契約での
雇用者は52万1000人増加したが，これは全就業者によって記録された数値を著しく上回っ
ている。かくして， 1987年末に雇用者の雇用の20彩に相当した短期雇用は， 1988年第IV四
半期には25%を占めるに至った。逆に，雇用期間に限定のない契約を有する雇用者は，そ
の年，総雇用に強い回復が見られたにもかかわらず， 16万7000人も減少した。
年齢階層別にみると，短期雇用は若年層とくに24歳以下の人々により大きな影響を与え
ている。この年齢層では，就労している雇用者の47%がこの種の契約に拠っているのであ
る。 1988年における固定雇用の短期雇用による代替も，この年齢層で非常に強かった。と
いうのも，後者が22万8000人も増えたのに対して前者は9万4000人減ったからである。
25歳~29歳の年齢層への短期雇用の影響も高かったが，しかし24歳以下のそれには及ばな
かった。そして，ここから年齢層が高まるにつれてその影響力は徐々に低下している。
生産分野別に見てみると，短期契約の進展により貢献したのは，対個人サービス業，商
業・ホテル業，建設業，製造業，そして農業の諸部門であった。 1988年末現在の短期契約
全体の83.7%が，これらの5部門で占められている。しかもこの契約は，経済全体で非常
に一般的に用いられている便法であって，エネルギー・水道部門を除く他のすべての工業
分野では，その人員の15%以上がこの種の契約で雇われているのである。
1988年末に，スペイン経済全体の雇用状況は， 28%の非雇用者（自営業主など）と， 18
彩の短期契約による雇用者と， 54%の固定（無期限）契約による雇用者から構成されてい
た。雇用全体にしめる固定契約雇用者のウェートの低下ー一絶対的にも相対的にも―
は，それゆえ，スペイン経済がいま取り組んでいる就業機会の創出過程でもっとも重要な
特徴のひとつになっているのである。
3. 2. 2 労働力人口の増加
スペイン経済の回復が始まってから初めて1988年に，労働需要の伸びが労働供給のそれ
を上回った〔2-6図をみよ〕。かくてこの年は，失業の水準がはっきり低下した最初の年
となった。
労働供給の推移の急降下とその諸原因は，非農業部門全体について 2-6 図•で明らかに
されている。同図の上段からは， 1988年の年初から始まった，上記の労働供給の伸び率の
低下が掘察される。同図の下段には，労働供給の伸びを説明する 3要因が示されている。
人口増による労働供給の伸びは， 1988年に年平均で18万5000人であったが， これは，
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2-6図非農業部門における労働の需給
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出所〕 INE, EAPおよび（スペイン銀行）独自の作成による。
1977年~87年の10年間におけるこの要素の増加リズムを引き継いだものと見なしうる。こ．
うした要因は重要である。というのも，それによって最近の4年間における労働供給増の
51彩と1988年のそれの59彩が説明されるからである。
農業部門での雇用の減少に由来する労働供給増は， 1988年に平均で3万5000人にとどま
ったが， これは 1986年から生じている農業雇用の低下率の鈍化を反映している。その結
果，この要因は労働供給の伸びを説明するうえでわずかな重要性しか持たなくなった。
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労働供給の第三の要因は，労働力率（労働力人口／生産年齢人口）の変動に起因するも
のであるが，これは1988年におけるこの変数（労働供給）の伸びを強く鈍化させることに
なった。 1988年1月~9月までの間，労働力率全体の推移に一一寵前の2年間に見られた
力強い上昇とは対照的な＿停滞が生じた。かくて， 1988年第皿四半期の総労働力率は，
前年同期の実績をわずか0.1(ボイント）上回ったにすぎない〔ちなみに， 1987年は0.7, 
1986年は 0.3(ボイント上昇した）〕。こうした停滞は，同年第IV四半期に急激に崩れた。
この時期に労働力率は， 0.4(ボイント）も落ち込んで48.9形になったのである。こうし
た落ち込みから， 1988年末の労働供給の強い鈍化が説明されるが，落ち込みそのものはお
そらく， 1988年第IV四半期における「労働力調査」 EPA作成時の何らかの不規則要因に
部分的に起因するであろう〔1〕。 ともあれ，この要因から， この4年間の労働供給の変
動の27形と1988年のそれの29形が説明される。 ‘ 
労働力率の推移は，この数年来の労働供給の変動を説明する中心的な変数である。 1977
年~87年の 10年間をつうじて労働供給の動きは， 労働需要の変動と密接に関連していた
〔2-6図をみよ〕。すなわち， 1977年~84年の期間に生じた雇用の連続的な低下は， 「落
胆した」労働者達を労働市場から放逐してしまい，非労働力人口を増大させたのである。
そうした状況が1984年まで続いたことは 2-6図から観察できる。この 1984年に，雇用が
際立って低下した折には，労働市場に参加する人々の数にも減少傾向が見られ，その反面，
就業者数の低下がやわらぐと，労働供給も（上向きに）反応する傾向を見せたのである。
1985年に始まった経済活動の回復は非農業部門で雇用を大幅に増加させたが，このこと
は，それまでの数年間を非労働力の状態（労働市場の外）で過ごしてきた人々に，再び労
働市場に参加する誘因を与えた。しかしながら，労働力率の力強い上昇は一様ではなく，
男性と女性とで異なった影響を及ぼしたのである。
女性の労働力率の動向〔2-? 図， 上段〕は， 総労働力率を変動させる主要な要因であ
る一ーそれら二つの（労働力率を描いた）曲線の特徴は非常によく似ている一ーのに対し
て， 男性の労働力率は， （分析された）すべての期間をつうじて低下傾向を示している。
1〕⑲88年第w四半期に対応する総労働力率にかんするデータは，前に指摘したようにひ
どく異常である。 この異常性の大きさを評価するために， 1視察された問題のデータ
は，①単一変数モデルから得られた予測値や，②労働力率の説明変数として雇用水準
をも含むトランスファー関数モデル modelode funcion de transferenciaを基礎
にした計算値と比較された。いずれの場合も観察されたデータは， 予測値を大幅に
一予測にともなう誤差の標準偏差の 5倍以上も一一ごF回っていた。
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2 -7図 女性の労働力率の変動
—ひとつの労働供給要因ー一 単位：千人
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出所〕 INE, EPAおよび（スペイン銀行）独自の作成による。
1985年以降の労働力率の大幅な上昇は，労働市場へ女性が大挙して参加したことから基本
的に説明できる。このことは，もちろん，歴史的な理由ーースペイン女性の労働力率は，
近隣諸国のそれよりも非常に低いこと一ーや，社会〔学〕的な理由――女性の教育水準の急
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上昇一ーに基づいているとしても，なによりも雇用の増加率が高い状況のもとで特に強く
生じているのである。
2-7図から， そうした関係を見て取ることができる。その図の下段には，女性の労働
力率の変動が一ースペイン経済の総雇用水準に見られる変化から説明できる変動部分と，
他の諸要因によって生じた変動部分とに分解して一一示されている。 1985年以降の雇用の
回復は，その時期以降に女性の労働力率に生じた事態を解釈するうえで特に重要な要因で
ある。そして， 1987年下半期と特に1988年第w四半期における女性の労働力率の変動は，
雇用とは異なる他の諸要因によって支配されたように思えるけれども，最近の3年間は，
就業者数の変動によってその50%が説明されていた。 1988年に女性の労働力率に記録され
た変化の52彩は，雇用（状況）によって説明される。だが， 1988年末の女性の労働力率の
激減は，こうした変数の推移における一一前に指摘したような，統計上の問題が介在して
いることを反映したと思われる一ー非連続性（の影響）を示唆している。
3.2.3 失業の推移
上述のように労働力人口が推移した結果， 1988年は，スペイン経済が体験している現在
の雇用回復期において，はじめて失業が意味のある低下をした年となった。 1988年第1V四
半期に失業者は270万1000人-労働力人口の 18.5彩ーーであったが，これは前年同期比
で21万9000人の失業減に相当する。
失業は，ーー全体の45.0%が25歳未満の人々で構成されている事実からも窺えるように
ー一若年層にひどく偏っている。このように，一方で失業を構成する若年層の比率が高
く，他方で成人層は人口全体の平均よりも低い失業率を有するという事実ーー1988年第1V
四半期に， 25歳以上の（成人）層の失業率は 13彩であったのに対して，（それより）若い
年齢層のそれは37.7彩で，経済全体の平均は18.5%であった一比•そんなに高い失業水
準には直結するはずの，社会的深刻さが軽減されてきた理由を説明する要因であった。
1988年に若年層が（失業に）占める比率は低下したが，その原因は，短期（雇用）契約の影
響がとくにこうした年齢層に現われたために雇用水準が上昇し，そして失業水準も成人層
のそれに比べてより大幅に低下したからである。その結果，この年の失業の低下全体の4
分の3が25歳末満の若年層に見出され，したがってこの若年層の失業率は1987年末の41.9 
彩から1988年第1V四半期には37.7形に低下し，また失業全体に占める若年層のウェートも
2ボイント余り下がったのである。
失業者の家庭内における分布もまた，こうした現象を反映している。 1988年末現在の失
266 
スペイン経済： 1988年ーースペイン銀行『年次報告』よりー一~（楠） 1203 
業者270万1000人のうち，わずか56万すなわち20.7%が世帯主で，かれらの失業率も8.3%
にとどまった。世帯主のうち14万7000人だけが如何なる一ーかれら自身もしくは他の家族
からの一一収入源も持っていなかった。その一年前は，世帯主は失業全体の21.6%を占め
ており，その失業率も 9.3%にのぽり，また如何なる収入源も持たない者は16万3000人を
数えたのである。
1988年に， 就業機会を見いだす条件が改善され， また短期契約に拡大が記録された結
果，この数年らい見られてきた長期失業者の増大傾向に歯止めが掛かった。とはいえ，一
年以上も働き口を捜し求めてしかも果たせなかった失業者は， 1988年第W四半期に，失業
者全体の60.2形に相当する162万6000人も存在した〔1987年には61.3%〕。この問題は一一
とりわけ若年層についてはー~依然として非常に深刻である。というのも， 1988年末に，
長期失業者の61.8%〔100万6000人〕が29歳未満の人々で構成されていたからである。
4. 物価と生産コスト
最終需要価格は1988年に，前年の実績とほぼ同じ4.8形の平均上昇率を記録した。需要
2 -21表各種のデフレーター〔a〕
変化率
I 1985 I 1986 _ I 1987 1988 
民 間 消 費 8.2 8.7 5.4 5.1 
公 共 消 費 8.2 8.2 5.8 5.4 
総固定資本形成 7.6 5.5 5.2 5.4 
建 設 8.0 6.0 6.2 7.0 
プ ラ ン 卜 6.7 5.2 3.6 3.0 
国 内 需 要 8. 1 ?.8 5.2 5. 2 
輸 出 6.7 -1.9 2.5 2.8 
最 終 需 要 ?.8 6.0 4.8 4.8 
輸 入 3.8 -16. 3 0.2 -1. 2 
GDP 〔市場価格表示〕 8. 6 10. 9 6.0 6. 1 
出所〕 INEと BE
a〕各インプリシット・デフレーターの変化率は， 1985年~87
年の期間については1980年の（不変）価格で，また1988年
については87年（の価格）を基準にして算定。
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2-8図消費者物価〔a〕
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出所〕 INE. 
a〕前年12月にたいする累積（的上昇）率
項目別の実績も前年の延長線上にあった〔2-21表をみよ〕。この意味で， 1988年は， 70年
代末からスペイン経済で生じてきた物価の鈍化過程の小休止と，おそらく変曲点を示して
おり，近い将来におけるより不確実で気掛かりな物価推移への途をひらいたのである。
消費の最終価格にかんする主要な指標である消費者物価指数CPIは， 1988年に4.8%の
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2-9図 サービス・非エネルギー製品の価格の趨勢〔a〕
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?
?
?
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％， 
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出所〕 BE. 
り 1989年3月までのデータと 4月以降の8カ月については，予測値から算出された，
la tasa T1212 centradaによる測定値。
-1987年には 5.2形の一平均上昇率を記録した。しかしながら， 1988年をつうじての
累稼的上昇率は，その年の深まりとともに—~特にその後半に―― CPI (の上昇）が徐々
に加速化した結果， 1987年の実績4.696を上回る 5.8 5lるに達した。 1988年の CPIの累稜
的上昇率は，ィンフレ（抑制）の政府目標＿当初は3形で，夏以降は5形に改訂された
一を 0.8(ボイント）も上回ったのである。
1988年1月~5月までの間，未加工食料品価格が良好な動向を示したために，総合指数
は一ーその指数を構成する他の項目は全体として，すでに加速化の動きを始めていたにも
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かかわらず一―—その期間， 1. 7ボイントの累積的上昇にとどまる節度ある成果を記録でき
た。しかしながら， 7月以降，加工・未加工を問わず食料品価格が急激に上昇したために，
総合指数は急騰して，最終的にその年の累積的上昇率は5.8彩になったのである。末加工
食料品価格については，年初の数力月間に4ボイントの低下が生じていたにもかかわら
ず， 7彩の累積的上昇が見られた (2-8図をみよ〕。年末の数力月のショック（療法的）
輸入も，農作物が平年作であったうえに強い需要圧力が重なった結果として生じた騰勢
を，回避するのに効果がなかった。
サービス価格と非エネルギー製品価格ー一そこには，エネルギーと未加工食料品を除い
た（換言すれば「底流にあるインフレ」を規定している）すべての CPIの項目が含まれる
ーーは1988年をつうじて，その年の物価の一般傾向を代表していると思われる動きのなか
で加速的に上昇した〔2-9図をみよ〕。だが，これらの価格の動きは一様ではなかった。
1987年にすでに親察された傾向を維持しながら非エネルギー工業製品価格は， 1988年をつ
うじて鈍化したために4.4形の累積的上昇率が達成できたのに対して，サービス価格は同
じ時期に7.6劣までその上昇率を高めたのである。こうした工業製品価格の推移は，①工
業部門で記録された低いコスト（上昇）圧力と，R非常にゆるやかな価格動向を示した輸入
製品との競争の必要度が高まったこと，から説明される。これらの工業製品の卸売物価の
上昇は，最終価格のそれよりも一層ゆるやかであった〔2-23表をみよ〕が，このことは，
2 -2表消費者物価指数の推移〔a〕
変化率〔彩〕
I 総〔10合0指彩数〕 ！ 〔食3.料02彩品〕 ＼ 〔非66食.9料8形品〕 Iサネール〔7ビ7ギ.ス5ー4と彩製非〕品エ
1985 〔a〕 8.8 9.5 8.4 8.8 
1986 8.8 10.6 7.9 9.8 
1987 5.2 5.0 5.4 5.8 
1988 4.8 3.7 5.4 5.4 
85年12月/84年12月〔a〕 8.2 9.2 7.6 8.4 
86年12月/85年12月 8.3 10.6 7.1 9.0 
87年12月/86年12月 4.6 2.7 5.6 5.1 
88年12月/87年12月 5.8 6.4 5.5 6.1 
出所〕 INEとBE.
a〕公式の指数。 1985年7月までは， 1976年ベースの指数に対応する相対的な上昇（率）
が示されており，同年8月以降は1983年ベースの指数が採用されている。
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2 -23表工業製品価格指数と農村物価指数
変化率(%)
工業製品価格指数 農家受取
総合指数！消費財 Iプラント ！中間財 価格指数
1985 8.0 7. 7 8.3 8.0 4.2 
1986 0.9 5.1 6.2 -3.1 7.9 
1987 0.8 3.9 5.0 -2.5 -2.0 
1988 3.0 3.3 4. 7 2.2 2.6 
85年12月/84年12月 6.7 7.0 8.5 6.1 10.7 
86年12月/85年12月 -1.1 4.5 5.1 -6.4 7.1 
87年12月/86年12月 2.4 2.8 4.9 1. 5 -5.7 
88年12月/87年12月 3.4 3.6 4.2 3.1 10.8 
出所〕 INE, Ministerio de Agriculturaおよび BE.
税制面で大きな変化がなかった以上，最終価格の上昇の一部が流通過程ーーそれ自体，サ
ービス活動である一ーでの値上がりに起因していたことを示している。
一般に良好な消費財〔工業製品〕価格の動きにたいする例外は加工食料品価格であっ
て，それは＿その最も重要な投入財である未加工農産物の急騰に照応して一ー1987年よ
りも加速化し， 1988年9月~12月にかけて特に大幅な上昇を記録した。この加工食料品価
格の1988年をつうじての芳しくない動きは， 1987年末までの好ましい推移ー一当時，その
価格上昇率は最低の2.5彩まで下がった―とは対照的である。また，サービス価格は＿
労働コストや中間財投入コストの大きな圧力にさらされ，かつ工業製品ほど競争的ではな
い市場を有するがゆえに一，すでに1987年にその推移を特徴づけた加速化の途をたどり
続け，その平均上昇率も 7彩の水準に近づいた。
最後に，ガソリン価格の引下げーーそれは，こうした財貨の輸入価格の急落を前にして 5
月に決定された一に起因するエネルギー消費価格の低下にも触れておかねばならない。
全体として民間消費デフレーターの平均上昇率は， 1988年に 5.1彩〔INEによる推
計〕であったが，これは CPIの上昇率をいくぶん上回っている。 というのも，この指数
(CPI)は， ウェート付けの点でもそこに含まれる財貨のバスケット（集合）の点でも急
速に時代遅れになりつつあるために，ある程度その集計結果が過少評価されているからで
ある。 1988年に消費価格に見られた諸傾向の深刻さは，消費デフレーターの平均上昇率が
前年実績の5.4%から5.1彩へ低下したことによって隠蔽されている。実際，その年をつう
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じて＿とくに年末の数力月において一ーこれらの価格に生じた騰勢は，いろいろな経済
主体のインフレ期待に悪影響をあたえたが，そうした期待は，すでに1988年に検出され89
年にも存続する，強い賃金圧力に結ぴついたのである。
公共消費デフレーターは， 1988年に 5.496上昇した。公共サービスの生産コストを直接
反映するこの上昇率は，公共部門における労働コストの上昇が相対的に高かった反面，中
間消費（投入）財として購入された財・サービスー一そこには，輸入財が高い比率で含ま
れている一ーの価格上昇がゆるやかであったことを物語っている。
総固定資本形成（投資）デフレーターもまた，国内需要の他の構成要素に見られた伸び
と軌を一にする 5.4形の上昇を1988年に記録した。しかしながら，この上昇率には，建設
投資とプラント投資との間の非常に異なった価格の動きが内包されている。まずプラント
投資について言えば， 1988年におけるその価格のゆるやかな上昇は，これらプラントの輸
入面での有利な影響から主として説明される。工業製品価格指数によれば，国産プラント
価格は1988年に4.7~ る上昇したが，この率は，当該最終価格の上昇率にかなり近いものと
考えられる。しかしながら，プラント投資のほぼ35%が輸入製品にかたよっており，しか
もこれら輸入プラントの価格は，ペセタ建てで約196低下したに違いない点を考慮に入れ
ねばならない。全体として，このプラント投資支出の項目のデフレーター（価格上昇）は
3形と推定された。建設投資デフレーターの高い上昇率は，当部門への需要の大いなる底
堅さを反映している。これが底堅いが故に，不動産にかかわる建設業者も販売業者も一一
かれらの生産活動は，不動産自体の価値に，したがってまたそこで実現された投資額に含
まれているものと考えられる一ーその最終価格を引上げ，そしてその営業マージンを大幅
に拡大することができたのである。こうしたマージンの拡大は土地価格の推移とは無関係
である。土地の価値は建設投資額に含まれていないからである。建設投資価額と特に住宅
の最終価格は，消喪財の最終価格の場合と同様に，インフレ期待の形成にとりわけ重大な
影孵を非常に直接的に与えた点を考虚に入れなければならない。
全体として国内需要デフレーターは， 1988年に前年の推計値と同じ5.2形の上昇を記録
した。他方，輸出価格は再びかなり低い率で上昇し，最終需要価格が高騰するのを緩和さ
せた。スペインの輸出価格が据え置かれた理由の大部分は外国市場の状況に因っている。
一般的に言って外国市場では，スベインの輸出業者はみずからの価格を押しつけることが
できないのである。輸出価格がたった2.8形しか上昇しなかった事情は，スペインの輸出
企業が価格受容型であるうえに，ペセタが増価（上昇）しただけでなく，外国市場で一一
1988年に実際に起こったように--1iHi格が非常にゆるやかな動きをとったことから説明さ
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れる。事実，こうした（輸出価格の）上昇ですら，外国市場においてスペイン製品の価格
が，それらの市場で一般に記録された価格よりいくらか割高であったことを示唆している
のである。
19部に輸入価格が最終価格に及ぽした好ましい効果については，いろいろな機会に言
及されてきた。こうした（価格）抑制効果は二つのルート—消費財にしろプラントにし
ろ，最終製品市場における直接の競争と，生産における中間投入財の低廉化—をつうじ
て伝えられた。 1988年における輸入価格の低下は， 4年連続でこの輸入価格がスペインの
インフレ率に決定的な抑制効果を発揮したことを意味している。こうした動きは次のよう
ないろいろな要因によって説明される。すなわち，①外国市場における非エネルギー製品
価格の，スペインのそれに比べて低い上昇。③先進諸国（通貨）にたいするペセタの増価
(3形〕。⑧輸入エネルギー価格の低下〔ペセタ建てで一16.8彩〕。
GDPデフレーターで計られる，国内要因によるインフレーションは， 輸入インフレよ
りも非常に高い水準にあった。実際， GDPデフレーターは1988年に前年の実績にほぼ等
しい 6.1形も上昇した。すでに「はじめに」で指摘したように，こうした GDPデフレー
ターの推移は，賃金コスト（の増大）と総営業余剰の大幅な伸びから成る圧力によっても
たらされたものである。後者の伸びを可能にしたのは，多くの場合，最終需要の強い圧力
が市場の弱い競争機能と結びついたお蔭である。
1988年に労働コストが付加価値デフレーターに及ぼした影響は，比較的わずかであった
〔2-3表をみよ）。その年の初めから強い賃金圧力が現れ始めたが，しかしコストにたい
するインパクトは，多年度にわたる労働協約ー一それは198朗こに効力を発揮したのだが，そ
れ以前に調印されていた一ーが存在したために緩和された。この協約によって，より低い
賃上げがもたらされ，多数の労働者がその影響をうけたのである。実際，団体交渉の最終
成果は， 1987年の実績〔6.5彩〕を下回る 5.3彩の，協定による平均賃上げにとどまった
〔2-24表〕が，しかし1988年に調印された協約は6彩近い賃上げを組み込んでいる。イン
フレ期待の形成一~これについては住宅価格と消費価格に関連して触れておいた一ーと賃
金設定との間の連鎖反応は多年度にわたる協約の存在によって断ち切られた。だが，こ
うした連鎖の修復による影響は， 1989年になってすでに感じられだした。 1988年の一人当
たり労働コストの上昇は6.89, ると推定されている。この上昇率には，第一に，協定賃金に
たいする 1彩ボイント前後の地滑り（的上乗せ）が含まれているが，これは一198紗Fの
ィンフレ（抑制）目標が不首尾に終わったために実施された保護（セーフ・ガード）条項
の効果も， この推計値に含まれているはずである点を考慮すれば一一過大なものではな
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, 2 -24表賃金上昇率の指標
変化率 (9cる）
1平時間均当給た与り 一平人均当月た給り I 協定〔り賃金 農日業での当 1建賃設金業コスでのト
1985 10.0 9.6 7.4 9.2 7.4 
1986. 10.9 1. 4 8.2 8.0 9.4 
1987 7.5 7.1 6.5 7.4 7.2 
1988 6.4 6.0 5.3 6.2 7.0 
1988⑪〕第I四半期 4.8 6.4 5.2 6.5 7.5 
第lI四半期 5.2 7.0 5.8 5.9 6.9 
第1[四半期 7.8 5.3 5.8 5.9 6.8 
第IV四半期 7.7 5.4 5.9 6.4 6.8 
出所〕 INE, Ministerio de Trabajo y Seguridad Social, Ministerio de Agricultura 
および SEOPAN.
a〕各期間〔年間あるいは四半期〕において協定された賃金上昇の，該当する労働者数に
よってウェート付けされた加重平均。
b〕各四半期の変化率は，前年同期にたいして算定されている。
い。第二に，そこには，金融機関が実行してきた〔前節で述べた〕（退職）年金用基金のた
めの多額の積立という具体的な現象による影響一~その効果は 0.5 彩ボイント程度と推定
される一ーも含まれている。「賃金調査」によれば一人当たり月給は， 1988年に6._1%上昇
したが，この数値は，労働コストについてここでなされた推計と首尾一貫している。とい
うのも，同調査の数値には，上記の第二の要因が抵酌されていないからである。
一人当たり労働コストのこうした動きと並んで，生産性の上昇〔この場合，雇用者一人
当たりの実質付加価値で計られる）は， GDPデフレーターの算定に関連する単位労働コ
ストの上昇幅を1988年には前年よりも低下させ，したがってまたこのデフレーターの上昇
にたいするその（単位労働コストの）寄与度を小さくさせたのである〔2-3表をみよ〕。
他方，付加価値の価額にたいする生産税プラス輸入税マイナス補助金のデフレ・インパ
クトは，単独で4.7彩も増えた補助金の急増を反映している。補助金の大幅な伸びは全般
的なものではなく，むしろ基本的に農業・鉱業・輸送業・教育の4つの部門に限られてい
た。 11.1彩も増えた税収については，原油価格が低下した結果（活発になった）石油関連
産業にかかわる租税の大幅な増収だけを挙げることができる。その他の部門における租税
と補助金の相互作用は，相対的に中立的な効果をもっていたものと考えられる。
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5. 政府部門
1988年に政府部門は，①租税圧力（税収十社会保障費と GDPとの比率）が0.3ボイン
ト低下した反面，③純移転収支（支払）を0.8ボイント削減させ，③その最終需要も0.1ボ
イント圧縮した結果， ファイナンスの必要性を対 GDP比で0.6ボイントも低下させた。
これらはすべて，この数年来（の成果）と比較して， 1988年に財政政策がある程度，節度
をもって遂行されたことを示しているが，こうした節度はまた，持続的な経済成長を促進． 
するうえでより有効な歳入・歳出構造と，より強力な所得再分配構造を目指した一ーまだ
依然として不充分であり，強固なものにするにはもっと長い期間を要する—財政政策の
編成替えにも支えられていたのである。
租税圧力の構成要素のなかで，社会保障費のウェートが0.3(ボイント）下がって労働コ
スト抑制の助けとなり， また生産税と輸入税も 0.2(ボイント）低下して最終価格の鈍化
を容易にしたのに対して，個人所得税は0.2(ボイント）上がって租税制度の所得再分配能
力が高められた。純移転収支のなかでウェートが低下したのは，利払い〔0.3ボイント〕
と，経営補助金と資本移転支払の合計〔0.2ボイント〕，それに社会保障給付〔0.2ボイン
ト〕であったが， それらの変化を評価するには，後ほどなされるより詳細な検討を要す
る。最後に，最終需要においては，公共投資に向けられた部分が増大し〔0.1ボイント〕，
公共消費の割合は低下した〔0.2ボイント〕。
2-10図は，財政政策の主要なマクロ変数がこの25年間にたどってきた趨勢を，対GDP
〔市場価格表示〕比で示している。この図から，はっきりと異なる三つの段階が区別でき
る。まず， 196眸 ~74年までは，租税圧力が3ボイント上昇した反面，純移転収支は2ボ
イント，最終需要も 1ボイントそれぞれ増大して，予算の均衡が維持されつつ経済も非常
に高い率で成長した。その後の， GDP の成長率―と，特に民間投資の成長率—―ーが低
かった経済危機の11年間 (1975年~85年）をつうじて公共部門は，経済活動に占めるウェ
イトを持続的に高めて，将来の消費を犠牲にしつつ現在の消費を促進する資源再配分政策
を展開した。かくて租税圧力は11ボイントも上昇したが，それでも純移転収支〔12ボイン
ト増〕と最終需要〔6ボイント増〕の伸びをファイナンスするには不十分であったため
に，公共赤字は1985年に GDPの75lるに達したのである。それ以降 (1986年～）スベイ
ン経済の回復は，租税圧力を2ボイント上昇させ，純移転収支を2ボイント削減させるこ
とを可能にしたが，このことは一ー政府部門の最終需要の水準を維持しつつ―-GDP比
で35lるにのぼる公共赤字の削減につながった。
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2 -10図 政府部門のファイナンスの能力またはその必要
一諸説明要因の対 GDP比ー一
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出所〕 INEと BE.
最近の歳入と歳出の変化を分析するために， 2 -12図には，政府（収支）勘定の最も重
要な諸項目の対 GDP比の推移が1980年以降について載っており，また 2-25表には，こ
うした勘定のこの3年間の推計値が詳しく掲載されている。
GDPに占める社会保障費のウェートは上昇して，ついに 1983年には13.8形に達したが，
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2 -1図 政府部門のファイナンスの能力またはその必要
ー諸説明要因の対 GDP比＿
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?
その後この5年間は一ーとくに1984年には強く〔0.4彩ボイント），それ以降はiりゅるや
かに一低下した。実効的（擬制的でない）社会保障負担の推移は，① (各種社会保障）
負担の数，②その負担基準と負担率，そして⑧雇用創出を促進するための現行の（租税）
減免措置に依存している。この4年間をつうじて実効的社会保障負担のウェートが低下し
た理由は，①負担率が据え置かれたほかに，③負担の最低額と最高額が，〔GDPデフレー
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ターの上昇率を数ボイント下回っている〕消費者物価指数をめぐって毎年たてられる予想
インフレ（率）に応じて，調整された点に求められる。総負担率は1985年から1988年まで
一定に保たれ， 36.6%であった。 1987年に負担基準が5%上昇したのに対して， 1988年に
は負担最低額が3.0%ないし4.5形，また最高額も 3.0 51るそれぞれ上昇した。他方，社会保
障制度への拠出者の総数は，経済全体の雇用増〔1988年に 3.1形〕よりもいくらか大きく
伸び，また経済的誘因による契約者の数もこの5年間に10倍に増えて，・結ばれた契約全体
に占めるその比率は， 1983年の23.9%から1988年には42.0%に高まった。 1989年に，負担
基準を設定する際に参考にされる諸等級にいくぶん修正がほどこされ，それらの等級のう
ち若干の最高額が統一されたので，負担率は 0.3 96低下した。こうした措置でもって拠出
額の増徴が企てられた訳ではないけれども， 1989年1月~2月の手元のデータからみて，
1989年には1988年よりも徴収額が数ボイント増えそうである。
生産税と輸入税は1986年に， GDP比でみたその傾向に意義深い変化が生じた。それら
がGDPに占めるウェートは1980年と1985年の間に， 毎年平均して0.65lるボイント上昇し，
1980年の6.6%から1985年には9.6%に達した。こうした間接税による租税圧力の上昇3ボ
イントのうち， 2.8は生産税に，また0.2は輸入税に対応している。 1986年にスペインが
EECに加盟したのに伴って，間接税全体の広範な再編が実施された。付加価値税 IVAが
導入され，特別税が修正され，そして徐々に関税を引き下げるプログラムも組まれたので
ある。こうした租税構造の変化と並んで，この数年来の税収に影響を与えてきた要因とし
ては，①石油価格の下落と，②経済活動の回復，それに③スペインで徴収されたこれらの
租税収入総額のうちから， EECに向けて日増しに多額の委譲がなされている点が挙げら
れる。
これらすべての要因の相対立する影署を総合すると，生産税と輸入税を合わせた税収額
が GDPに占めるウェートは，この3年間に(1985年の9.6%から） 1 5lるポイント高まった。
1988年に（スペイン）国内のこの税収額は GDPの10.6 5lるに相当したが，そのうち 8.9湊；
は生産税で〔8.5形はスペイン政府部門に，残る 0.4%は EECに配分された〕， 1. 7 5lるは
輸入税であった〔ここから EECは0.2%を手に入れた〕。 EECに移転されたこうした租
税—それらは， 2 -25表にも記帳されていないし， 2 -10図や2-1図にも含まれていな
い。〔なぜなら国民所得勘定の方式によれば， それらは政府部門が受けとった租税とは見
なされていないからである。J-a::~l\tfc;\:h,:h,f;f, 1988年には間接税による租税圧力
も全体としての租税圧力も， 1987年に比べて変化がなかったということになる。
1980年~85年の期間と1985~年88年の期間を比較すると，①間接税による租税圧力が全
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体としての租税圧力を年平均して押し上げるうえで， 後者の期間における寄与度〔0.3〕
は前者のそれ〔O.i〕に比べて半減し，また③間接税全体がスペイン政府部門の歳入〔対
GDP比〕を伸ばすうえでの寄与度も4分の1に低下した〔1980年~85年の期間の0.6形ボ
イントに対して， 1985年~88年の期間には0.15〕，と結論できる。しかしながら，こうした
租税の EECへの移転は，スペインにおける公共赤字を高めることにはならなかった。な
ぜなら，それ（移転）は，①EC農業政策の領域で「農業の転換と保証にかんするヨーロ
ッパ基金」 FEOGAをつうじて経営補助金として，また② EECの最貧地域の開発政策の
領域で「ヨーロッパ地域開発基金」 FEDERをつうじて資本移転として，スペインに還流
したからである。かくして， EECとの資金フローは，スペイン政府部門にとってわずか
な受取超となった。そこで，スペインの財政政策の槻点から基本的な問題は，間接税のシ
ステムの徴税能力（の如何）にかかわっているが，その能力は，付加価値税と特別税と関
税を財政面で調和させるプロセスが完結していないがゆえに，依然として安定していると
は考えられない。
生産税と輸入税のうちでもっとも際立った租税項目は， 1988年に13.1%も税収が伸びた
付加価値税 IVAであり．そのなかでも輸入品への課税額の伸びが国産品によるその伸び
を上回った。量的な重要性は低いものの，①石油専売（株式会社 CAMPSA)に関連する
収入の伸び〔41.7彩増〕ー一その原因は，石油（輸入）価格下落のうち国内価格に波及し
たのはほんの一部であった点に求められる一ーと，③資産譲渡税と〔法律（契約）行為の
文書化に伴う〕印紙税の大幅な増収〔15.2彩増〕一ーこれは，財貨一般とりわけ不動産に
かんする契約が増加したからである一ーについても特筆しなければならない。また，③特
別税による税収の低い伸び率—-7.6 彩増の国税収入となったが． そのなかでアルコー
ル・ビール税の伸びは．炭化水素（燃料）・たばこ税よりもずっとダイナミックであった
―と，④ EEC加盟後3年目の関税引下げ（が予定どおり実行された）にもかかわら
ず，関税収入が維持された点も指摘しておかねばならない。
租税圧力全体の推移を大きく左右した第三の租税グループは，定期的に所得と資産に課
される租税である。というのも，資本課税は，年々重要性を増しつつあるものの，1988年に
まだ GDPの0.3彩を超えるには至らなかったからである。経常的な所得税と資産税の趨
勢を分析し，またこの3年間におけるその不規則な推移を理解するには，生産税と輸入税
について区別されたのと同じ2つの段階に分けて考えるほうがよい。なぜなら，この両ク・
ループの租税の動きは，その2つの時期において対称的であり補完的でもあったからであ
る。この直接税（所得税・資産税）のウェート (GDP比〕は， 1980年~85年の期間に1.6 
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彩ボイントの上昇にとどまったのに対して，この 3 年間 (19~6年~88年）で 1.896ボイン
トも増大した。かくて，回復期におけるその平均上昇率〔年率で0.6ボイント〕は，スペ
イン経済の低成長期におけるそれ〔年率で0.3ボイント〕に比べて倍増したことになる。
租税圧力全体の上昇にたいして直接税がこのように平均で0.6彩ボイント貢献したとい
う数値から，この3年間の経常的な所得税と資産税にかんして， 2-25表のもとの数値ー一
それは， 1986年に 0.3ボイントの低下， 1987年に 1.9ボイントの急上昇，そして1988年に
0.2ボイントの上昇を示している一~よりも適切な，「弾力的な税収」という考え方が示唆
される。なぜならその中間の年 (1987年）に，税収を異常に高めた各種の行政措置が同時
に採られたからである。こうした措置でもっとも際立っていたのは， 1986年11月28日付の
勅令RealDecreto 2535である。それによって，前年における課税対象額が10億ペセタ
を超える源泉納税義務者にたいして月払い（方式）が整備され，また企業家・専門職・芸
術家の活動（に伴う所得税）の分納分および専門職の活動に伴う収益にたいする源泉徴収
分については 100彩，そして資本の源泉徴収分については11.1彩の引上げが実施された。
そうした徴税措置が採られた結果，一方で大企業が支払った源泉徴収税額は2カ月にわた
って異常な増収を生みーー1986年と88年にはそうした源泉徴収が（通常の） 12カ月分だけ
当てられたのに対して， 1987年については14カ月分計上された一ー，他方で1987年に徴収
された（大企業の）大口源泉支払分に関して， 1988年から87年への徴税の移行（前倒し）
が生じたのである。この二つの効果にかんする「大蔵省・監査局」の推計値は合わせて約
2890億ペセタで，そのうち約1070億は 1988年の税収の1987年への前倒しに相当した。も
，し，この1070億を1988年の税収に付け加え，また1987年の税収から異例な2890億を差し引
けば，直接税による租税圧力の伸びはその両年ともほぼ同じようになったであろう。
個人所得税については， 1988年の2月から，（年収）200万ペセタ未満の労働所得にたい
する源泉徴収について減税措置が講じられた点も考慮しなければならない。労働所得（の
み）を得ている従業者に申告義務が生じる課税最低限が， 50万ペセタから84万ペセタに引
き上げられ，また税率表も1987年より 5彩引き下げられたのである。こうした二つの措置
から，一方では1988年に実施された（税金）の還付総額が一前年の 7.2彩減にたいして
ー 57.7彩も増えた点が説明される。他方で， 1988年に個人所得税の税収が膨張したのは
資本収益にたいする源泉徴収（対象）のうちから一一法人税（の対象）として認定される
べき額を減らして~ 法人税とし
て認定された税額は， 1988年にたった5.2彩しか伸びなかった。もし， 1987年の数値を修
正するのに適用された認定基準を1988年に用いれば， 1988年の個人所得税の総収入は8.6
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形の伸びにとどまるのに対して，法人税の増収は20.8形にのぼるであろう。
次に，歳出の主な項目を分析することにして，政府部門の純移転収支のマクロ変数＿
そこには，他のいくつかの〔マイナスの符号が付された〕歳入項目も含まれる＿から始
めよう。 2-12図で示されているような，社会保障給付，経営補助金と資本純移転支払，
それに〔実効〕利払いが個々に考察されるであろう。他の変数の推移については詳細な分
析を行わないが，それは「その他の純収入」として一括した形で2-12図に示されている。
こうした変数ー一それは，利子・配当および他の受取所得，資本課税，各種移転収支，そ
して経常純国際協力（援助）から構成される一の動きは， GDP比で見ると80年代をつ
うじて非常に安定していた。
1980年以降の社会保障給付の推移は，はっきりと区別できる二つの段階を含んでいる。
ひとつは1985年までのスペイン経済の危機的状況に，もうひとつはそれ以降これまでの3
年間の経済回復に対応しているのである。社会保障給付が GDPに占めるウェートは，
1980年の12.7形から1985年の14.9.96まで持続的に高まっていった。この 2.2 .96ボイントの
うち， 2.1は経済的給付にそして0.1は保健衛生給付に起因している。経済的給付のなかで
は，退職年金と失業給付がそれぞれ1.8ボイントと0.7ボイント上昇し，他の経済的給付は
0.4ポイント低下した。他方，この3年間に（社会保障）給付全体のウェートは低下し，
1988年には GDPの14.2彩まで下がった。経済的給付と保健衛生関係のウェートは GDP
比でそれぞれ0.6形ボイントと 0.1彩ポイント低下した。経済的給付のなかでは，退職年
金がそのウェートを 0.2飴ボイント低下させたのに対して，失業給付の GDP比は安定的
に維持された。だが， その他の経済的給付のうちで特に（福祉的年金）受給層 clases
pasivasの年金と，一時的労働能力喪失や暫定的労働障害にたいする給付，それに「賃金
保証基金」からの支払は， GDPに占めるウェートを低めた。かくて， 残りの0.4ボイン
トの（経済的給付の）低下はこれらによって説明される。
社会的（弱者）保護のシステムの広がりや有効性を，これらの社会保障給付の集計盤を
つうじて評価することはできない。 GDP比で示されたそうした集計量の推移は， 分母
(GDP)よりもとりわけ分子（給付額）のより大きな膠着状態を反映しているからであ
る。しかし，わずかとはいえ保健衛生給付が低下したのは，民間部門の諸施設と専門家た
ちの協力による保健サービス〔それらの協力分は給付に算入される〕から，独自の（公共）
機関を有する保健サービス〔それは公共消費として計上される〕への，代替をつうじても
たらされたと思われる点に留意しなければならない。他方，あらゆる種類の年金が一一消
費者物価指数（の上昇）を上回って増大したにもかかわらず-GDPに占めるウェート
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を低下させた原因は，①最も高額の年金について毎年の改訂額の低下を伴った，年金内部
の構造再編と，③一時的労働能力喪失と暫定的労働障害にたいする支出の運用面の向上を
つうじて，大幅な節約が行われた点に求められる。
1988年に，「社会保障制度」から支払われた年金は11.5%増加し，失業給付も 11.2%増
えたが， 1987年の実績はそれぞれ9.9,lる増と15.5%増であった。保健衛生給付については，
逆に， 1988年の伸びは事実上ゼロと推定されるが，これは，医薬関連支出の急増が民間部
門の協力による保健衛生支出の低下によって埋め合わされた結果である。この先の数年間
について，①補助的な年金の種類と支給額が増加し，③最低年金額が各職業の最低賃金に
見合うものにされ，⑧失業（給付）の適用範囲の拡大と雇用促進のための支出がかさむ
ことから，経済的給付が著しく伸びるものと予想しなければならない。保健衛生給付の推
移については，①全体の60%以上を占める医薬支出の伸びと，③各種の公務員「共済組
合」一ーその重要性は1980年以降ゆっくりとだが着実に高まってきている—による保健
サービスの提供，それに⑧（官民の）保健協力関係の再編—それは，自治州が管理する
保健サービスの強化に関連している—によって左右されるであろう。こうしたスペイン
の社会的（弱者）保護のシステムの将来における展開は．この先数年間の経済政策構想の
一部を構成しているが，しかしその遂行のリズムは，補助金と資本移転のウェートの低下
を伴った公共支出の再配分において予期される進展や，公債に伴う金利負担（の動向）と
無関係ではありえず，また財政政策全体の成果を危険にさらすことなく短期的に強行する
こともできないであろう。
経営補助金と純資本移転（支払）は， 1981年と1982年に GDPに占めるそのウェートを
急速に高め，それぞれの年に0.3と0.8%ボイントも伸びた。そして1985年までは,GDP 
の4.8%前後で安定的に維持されたが，それ以降は低下して1988年には GDPの3.2%にな
った。こうした推移は，この期間全体をつうじて企業が徐々に健全化した点と関連づけね
ばならないのは明らかであるが，しかし EECへの加盟が結果的に，スペイン政府部門か
らの農業補助金を削減させ． （政府が）受け取る資本移転を（かえって）増大させた点も
考慮に入れなければならない。
経営補助金は1988年に際立って増加し〔20.2%増〕， 1984年から明らかになってきた傾
向は破綻を来した。全体の3分の2を占める国の補助金の詳細しか分からないが，他の政
府関係機関による支給分の伸び率も同程度であったと推測される。使途別にみると，多額
の補助金が，①スペイン国営鉄道 RENFE(1987年の1402億に対して， 1988年は 1946億
ペセタを受け取った〕，③北部石炭株式会社 HUNOSA(1987年に244億， 1988年には625億
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ペセタ〕，そして③民間教育機関〔1987年に 1431億， 198砕斗こ 1608億ペセタ。ただし，両
年とも，教育にかんして完全な権限をもつ自治州による支給分を含む〕に向けられた。
政府部門からの資本移転について，詳しく分かっているのは国のそれ一ー1987年に全額
で5385億， 1988年には5258億ペセターーだけである。国家産業公社 INI向け資本移転の
低下が際立っているが， その原因は， 過去にこの公社が引き受けた負債の償還額の減少
〔1987年の1467億から1988年の323億ペセタヘ〕と，その傘下にある諸企業の資本蓄積に充
てられる資金の減少〔1987年の900億から1988年の600億ペセタヘ〕に求められる。公企業
へのその他の資本移転のなかで最も高額であったのは， 1987年の513億から1988年に591億
ペセタに達したスペイン国営鉄道向けである。民間企業への資本移転のなかでは，生産部
門の再編成を支援するための資金一ーその額は， 1987年の402億から1988年には819億ペセ
タに増えた一ーと，造船助成金-1987年に114億， 1988年には202億ペセターーが目立っ
ている。最後に，家計が住宅を取得するための負債に伴う金利の補助に充てられた資本移
転の急増ーー1986年に232億， 1987年に506億，そして1988年には 737 億ペセター~を特筆
しておかねばならない。
経営補助金と資本移転が GDPに占めるウェートをさらに引き下げる余地はまだいくら
か残されているが， しかしとりわけ資本移転におけるその余地は，企業の投資計画をファ
イナンスする必要性や家計にとって高い住宅価格を考慮すれば，それほど大きいとは思え
ない。だが，資本移転の経済的意義は，それが一ー80年代初期のように一一→屈去から累積
した損失を補填する必要に迫られたものか，それとも力強く成長する経済で新しい生産的
資本が形成されるのを支援するためのものか，に応じて非常に異なる点に留意しなければ
ならない。
公債の金利負担は，財政政策の活動の可能性を推量するうえで一ーというのもそれは，
これまでに（財政政策が）もたらした赤字に伴う経費を意味するから一一，また現在遂行
されている経済政策の結果を評価するうえで一ーなぜならその将来の成果は，問題の赤字
と予想インフレ率ならびにこの両者の利子率への影響に依存しているから一ー，大きな重
要性をもつ変数である。インフレーションの逓減傾向は， 1985年に達成された公共赤字
〔対 GDP比〕の伸びの抑制や，それ以降の持続的なその削減とも相まって，まず，金利
負担の安定化と公債/GDP比の伸び率の（上昇から下降への）転換をもたらし，また将
来においても一―—インフレ抑制と公共赤宇削減の政策が成果を挙げるなら一—•両変数のウ
ェート〔対 GDP比〕を低下させることになろう。
政府部門の最終需要は， 1980年の GDP比で14.5形から1985年には17.6彩になったが，
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その上昇は持続的で年平均0.6彩ボイントの率であった。この3ボイントの上昇のうち，
1. 7は公共投資に， 1.3は公共消費に対応していた。最近の3年間をつうじて，政府部門の
最終需要の GDP比は， 0.2彩ボイント余り高まったが，そのうち投資は一定にたもたれ，
公共消費はわずかに伸びた。実際， 1986年に執行された教育支出と防衛支出の一部が会計
上は1987年に計上された点を楷酌すれば，政府部門の最終需要の対 GDP比は17.7形前後
で安定していたと結論できる。こうしたスペイン経済の回復局面をつうじて民間部門の需
要が，経常的な消費を犠牲にして資本形成に有利に組み替えられているので，また公共資
本による適切なインフラストラクチャーでもってそうした民間投資を補完する必要性が明
らかに存在するので， 1988年に政府部門の最終需要の構成に垣間見られた＿この先数年
にわたって投資を推進し，公共消費の伸びを抑制しようとする一一始まったばかりの変化
は，強調されて然るべきであろう。
1988年の公共消費の伸びは，その部門のいろいろな機関ごとに非常に異なっていた。国
のそれは，①公務員の報酬が9.3彩上昇し，②経常的な財・サービスの純購入が10.196低
下し，③7形前後と推定される大幅な固定資本減耗が生じた結果， 3.8%の伸びとなった。
前にすでに指摘したように，純購入の著しい低下は基本的に，国防省の経常的な財貨（消
費）支出と軍事投資の削減によって説明される。この他の政府部門では， GDPの名目成
長率を上回る伸びが，非売（無償）の共用（社会的）サービスの生産に見られるが，なか
でも保健サービス・プログラムに従事した「社会保障」関係職員の総報酬の伸びが際立っ
ている。 ' 
1988年に公共投資もまた，それを運営する機関ごとに非常に異なる推移をたどったよう
である。国が遂行した投資は27.9形増加し，自治行政機関（国とともに「中央政府」を構
成しており， 国立大学などからなる）の投資については 17.5彩（増）と推定され， また
「社会保障」関係では15.1彩増，地方政府関係では約14.0彩（増）であった。国の優先的
投資計画のなかでは， 1988年に承認された起債額の前年に比べた伸びが際立っており，そ
れらは，①道路関連インフラストラクチャー〔191.7%増〕，③道路の保全と開発〔71.7形
増〕，③水力資源の管理と基盤整備〔124.9彩増〕，④鉄道輸送関連インフラストラクチャ
- 〔42.7彩増〕，そして⑥空港関連インフラストラクチャー〔34.7%増〕，の創出に向け
られている。この先数年間にわたり「公共投資計画」に沿った持続的な投資努力が，①イ
ンフラストラクチャーのほかにも，③教育・研究，③自然資源の保全，④司法，⑥市民や
交通の安全，そして⑥郵便に，関連して遂行されるものと予期される。
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